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［調査］　ソ連におけるコルホーズの国家化＊

●

■

o

はじめに

　本稿は，拙稿「『コルホーズ的・協同組合的所有』に

ついての一考察」1）の続編にあたるものである。前章で

私が明らかにしたがったことは，ソ連において「コルホ

ーズ的・協同組合的所有」と規定されている経済関係は

実際にはどのような内容をもっているのか，それ，はこの

規定にふさわしい内容を実際に保持しているのか否かと

いう点にあった。しかしそこでは，検討の対象が1937

年ごろの初期コルホーズに限定されていた。これは，ス

ターリン時代のコルホーズを，ようやく確立された姿に

おいて，平穏な時期にかんして，しかも37年の豊作が

もたらしたスターリン時代中最良の経済状態において考

察することを意味した。この検討の結論は，要約すれば，

次の5点に整理できよう。すなわち第1に，コルホーズ

経営の基本問題における意思決定の多くがコルホーズ員

自身にではなく，国家に帰属しているという意味で，コ

ルホーズの「国家化」の傾向が顕著であること。第2に，

コルホーズ員の所得と，．コルホーズ社会化経営で消費さ

れる労働力の再生産費の負担とが「個人副業経営」に大

きく依存しているという意味で，コルホーズの「個人

化」傾向が著しいこと。従って第3にコルホーズ経営は

国家化されてコノレホーズ員自身が創意と責任を発揮する

余地が殆どないにもかかわらず，所得面では「協同組

合」を理由にして，コルホーズは国営企業の勤労者のよ

うな保障を国家から与えられず，無責任に放置されてお

り，コルホーズ経営におけるコルホーズ員の無権利状態

が見られること，第4に，このような状況においては，

社会化経営への労働参加に対するコルホーズ員の消極性

がもたらされうるが，社会化経営への労働参加は，パス

ポート制度や組織的労働力募集制度によるコルホーズへ

のコルホーズ員の緊縛，住宅付属地面積の法律的制限，

社会化経営における最低作業日数の法律的義務づけなど

　＊　本調査では，資料収集のうえで，一部，本研究

所資料調査室の宮地幹夫氏の協力を得た。
　1）　［7］pp．320－333．

の非経済的諸強制によって確保されていること，第5に，

以上から明らかなように，当時の広範なコルホーズにお

ける「コルホーズ的・協同組合的所有」制度の実際の内

容は，国家による意思決定の横奪，所得面での無責任放

．置および非経済的諸強制を特徴とする，コルホーズ員の

国家への隷属関係であったと思われること。以上の諸点

が前端の結論であった。、

　前壷の続編としての本稿の課題は，1970年代以降の

近年のコルホーズ制度の実態を検討し，その経営のメカ

ニズムを解明することにある。そのさい，戦前のコルホ

ーズ制度との対比において，それを考察することが有益

である。また近年のコルホーズを検討するのに必要なか

ぎりで，第2次世界大戦後のコルホーズについても分析

を行なう。以下では，第2次世界大戦後のスターリン時

代におけるコルホーズ，1950年代半から60年代にかけ

ての対コルホーズ政策1970年代以降のコルホーズの

順で考察をすすめて行くことにしたい。

1戦後スターリン時代のコルホーズ

　［1］　＝1ルホーズにおける意思決定の国家化

　戦前のコルホーズを規定していた制度的要因には，こ

の時期，基本的変更がなく，従って，コルホーズ経営の

基本問題に関する意思決定の国家への帰属という，国家

化の傾向にも，基本的変化はなかった。しかし戦後復興

期という困難な経済状況のもとで，国家化の傾向は，所

得分配の問題にも見られるように，むしろ強化され’たよ

うに思われる。

　まず生産問題の決定手続についていえば，1930年代

の計画化方式が踏襲されていた。すなわちコルホーズは

「農作業国家計画」課題と「畜産発展国家計画」課題を，

末端の国家行政機関である地区（pa加H）の執行委員会か

ら受けとり，これにもとづいて作成した生産計画を地区

に提出し，その承認をうける，というのがそれである。

前者は，作物別播種面積，飼料用作物播種面積，種子用

作物播種面積，作物別収穫率などをコルホーズに対して

詳細に割り当てるものであり，後者は，次年度1月1日
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までの種類別家畜増加頭数，種類別子家畜飼育計画など

をコルホーズに対して割り当てるものである2）。このよ

うに，何をどれだけ生産するかという基本問題の決定は，

生産課題の割当方式を通じて，国家によって行なわれて

いたが，これは1935年に制定されて以来法律として機

能してきた『農業アルテリ模範定款』（以下『模範定款』

と略す）の次の規程，すなわち「アルテリは，労農政府

機関の定めた農業生産計画と国家に対するアルテリの義

務とを正確に遵守しつつ，計画にもとづいて，自己の集

団経営を行なう義務を負う」3）（第6条）という規程にも

とづいて，合法的に行なわれるものであった。

　このように生産問題の意思決定は，戦後も，基本的に

は国家に帰属していたといえるが，戦前にくらべコルホ

ーズに対する国家の干渉はさらに強化されていたようで

ある。というのは，1953年9月3日のソ連邦共産党中

央委員会総会におけるフルシチョフ報告の中で，この計

画化方式の欠陥が次のように指摘されているからである。

すなわち「農業・調達省の活動上の欠陥は，農業の計画

化のやり方のうちに，とくにありありと反映している。

計画には，地方機関，エム・テ・エス，コルホーズのイ

ニシアチブを束縛する，多くのよけいな指標が含まれて

いる。コルホーズにたいする農耕と畜産の計画課題だけ

で，200～250の指標があると言えば，それで十分であ

ろう。……多数の指標を含むいろいろな課題の数が極度

に多いため，報告すべきことが法外に多くなっている。

…… ﾇのコルホーズでも，地区の農業機関に，1年間に

約1万もの指標にかんする報告資料を提出する。戦前期

とくらべて，コルホーズの報告すべき指標の数は，ほと

んど8倍にふえた」4）。この指摘に従えば，戦後復興期

のコルホーズ生産問題の意思決定は，戦前期以上に国家

の手に集中されていたことになろう。

　しかしここで付言しておく必要があるのは，コルホー

ズは単に生産問題の意思決定のレベルにおいてだけでな

く，その実施のレベルにおいても国家による統制をうけ

ていたということである。というのは国家機関である土

ム・テー・エスは，コルホーズに対するサービス提供の

見返りとして現物支払を受けとっただけでなく，コルホ

ーズの経営地における農作業の実行を通じて，コルホー

ズに割り当てられた計画課題の遂行を点検，監督してい

たからである。これが「同一の土地で2つの社会主義企

2）詳細については，拙稿［7］PP・321－322を参照

されたい。

　3）．［58］1935年3月7日。No，11，　cTp．129－139．

4）　［3］pp．43－4および［31］cTp．63．

Vo1．35　No．1

業が経営する」5）事態であり，コルホーズの創意を抑圧

するものだとして，後に批判されたことは周知の通りで

ある。

　次に生産物の分配に関しては，コルホーズの裁量権が

戦前にくらべて著しく狭小になっていた点を指摘するこ

とができる。各コルホーズでの総生産物の分配は，『模

範定款』に従って次の方式で行なわれていた。すなわち

まず国家に対して①義務納入，②エム・テー・エスへ

の現物支払，③赤軍防衛フォンドへの引渡，④種子返

済など6）の形態で上納し，次いで⑤種子フォンドと飼

料フォンドを予備（年間必要量の10～15％の範囲）とと

もに貯蔵し，⑥総生産物の2％以内で社会保障フォン

ドを形成し，総生産物の中から以上のすべてを差し引

いた残りのうち，⑦国家または市場に販売する部分の

量をコルホーズ員総会で決定し，⑧最後に余った残余

を作業日に応じてコルホーズ員に分配するというのがそ

れである。上記の①～⑤は，国家計画課題の下達と国

家機関の承認によって確定されるもので，コルホーズに

はその意思決定権がなく，⑥については上限が定めら

れているうえ，その量は微々たるものであった。一応コ

ルホーズ自身の決定事項とみなしうるのは，残余生産物

を⑦と⑧のあいだでどのように分配するかという点に

限定されており，⑦と⑧の合計がコルホーズ総生産高

に占める割合は，例えば穀物のばあい，1937～38年で3

割～4割程度であった7）。ところが戦後期ではこの割合

は第1表から明らかなように，2割前後に落ち込んでお

り，従って1937～38年には生産物分配面で，コルホー

ズは「3割自治」とか「4割自治」とか言いうる状況に

あったのに対して，戦後復興期は「2割自治」程度にす

ぎなかったことになる。しかしこのような表現は，市揚

への販売を過大評価したことになるかも知れない。とい

うのは，1937年にコルホーズ農民1人当り穀物消費量

が249．1kg，革命前で農村住民1人当り穀物消費量が

216．8kg，1923－24年ではこれが253．1kgであったにも

かかわらず8），1945年や46年にはコノレホーズ農民1人

当りのそれが約70kgたすぎないことに示され．るよう

に9），当時コルホーズは飢餓的状況におかれていたので

5）　　［35］CTP．472．

6）　作物の種類により予約買付のある場合は，これ

を履行する。

）
）
）

り
！
8
9もの場合，

量が1940年には120kgであったのに対して，1945

［7］pp．324－5．

［16コCTP．208．

第1表参照。なお他の主要食糧であるじゃがい

　　年間のコルホーズ農民1人当り作業日支給

∂

ら

●

●
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第1表　戦後スターリン時代のコルホーズ作業日支給

o

1940

1945

1946

1947

1948

1949

1950

①穀物実

絈n
P00万ト

@　　ン

②このう

ｿ国家へ

ﾌ引渡％

③市場へ

ﾌ販売

@　　％

④作業日

x給
@　　％

⑤作業日

x給量

@万トン

⑥コルホーズ

Z民1人当り

?ﾆ日支給
@　　　kg

⑦コルホーズ’貨幣所得のう

ｿ作業日支給

@　　　　％

⑧労働可能コ
泣zーズ員1
l当り作業日
x給現金額
@　ルーブリ

⑨労働可能コ
泣zーズ員夫
w作業日支給
ｻ金額
@　ループリ

76．2　　　　41．7（42，8）　　　　3．0

33．3　　　　52．2（50．6）　　　　1．0

29r1　　　　51．5

47．6　　　　47．3

48．5　　　　50◆0

54．1　　　　48．2

66．4　　　　42．0

19．9

13．8

14．1

16．2

15．9

18，7

1520

460

410

770

770

1240

201（200）

71（73）

64

116（114）

115

一（127）

172（170）

41．6

28．5

30．8

30．4

30．2

30．8

35．0

249

213

215

255

242

282

389

513

465

464

542

515

532

829

の

備考：（1）①と②は［2］p．50，③は同p．20より，④と⑧は［15］cTp．256よりとった。

　　（2）⑥の数値は①と④から計算した。⑥の数値は，コルホーズ住民の数が［15］cTP．222より1940年一7580万人，1945年一〔泌0万人，1946

　　　　年一6410万人，1947年一6660万人，1948年一6680万人，1949年一6950万入」950年一7220万人とわかるため，これと⑤の数値を用いて

　　　　算出した。なお⑥の（　）内は［15］CTP．269よりとった。

　　（3）⑦は［15］cTp．256よりとり，⑧は［15］cTp．116，258より明らかになる労働可能コルホーズ員1人当り作業日数（全国平均）と1作業日当

　　　　り現金支給額（全国平均）とを乗じた結果である。⑨は，同様に，労働可能コルホーズ員の男子作業日数と女子作業日数を単に合計して

　　　　算出したもので，現実の夫婦の作業日支給現金受領額を示すものではない。

■

■

あり，市揚向け販売を行なう余裕はとてもなかったと推

測され，るからである。従ってコルホーズにとっては，残

余生産物を⑦と⑧とのあいだに分配する自由も殆ど無

かったという方が適切であろう。

　最後に，人事面における意思決定の帰属について，コ

ルホーズ議長の任免の問題を見てみると，事態は戦前と

戦後とでは基本的に変わっていないことがわかる。この

問題における戦前の特徴は，地区の党・国家機関が議長

の任免を決定し，これをコルホーズ員総会が追認するに

すぎず，コルホーズ員はその決定にある程度まで抵抗で

きたにとどまる，という点にあるlo）。戦後の事態もほぼ

同様であり，例えば1946年9月19日付ソ連邦閣僚会議・

全ソ連邦共産党（ボ）共同決定rコルホーズにおける農業．

アルテリ定款の侵犯を除去する措置について』の中では，

「コルホーズ議長がゴルホーズ員の同意なしに，地区の

党・ソヴェト組織によって任命され更迭されている」11）

と指摘され，「コルホーズ員総会を開かないでコルホー

ズ議長を任命したり更迭したりすることを，党の地区

委員会，地区ソヴェトおよび農業機関に対して厳禁す

る」12）と定められた。またΦ．コシェリ日フによると，

ゴー．リキー州のピリネフスク地区の党組織は，1946年

の6ヶ月間に30名のコルホーズ議長を自己のイニシア

年には27kg，47年には48　kg，49年には58kg，50
年には46kgにしかならなかった。［15］cTp，269参
照。

10）　［7コpp．326－7．

11）　　［35］CTP．292．

12）　TaM》Ke，　cTp．294．

チブで更迭している13）。さらに，戦後復興期にコルホー

ズ議長を勤め，1951年に西独に亡命したRベロフによ

ると，当時のコルホーズ議長の「選挙」方法は次のよう

なものであった。すなわち　①地区党委員会の代表が

総会においてコルホーズ員に対して，役職を遂行するよ

うに地区機関によって指名された人物の名簿を提出する。

②コルホーズの党組織とその積極分子は，この提案を

支持する。③平のコルホーズ員は，上からの提案に対

する賛成の挙手を自動的に行なう。④コルホーズ員の

抵抗などがあって，地区機関がコルホーズの主要ポスト

にその好ましい人物をすえることができない揚合には，

この総会は解散され，継続総会のための別の日程が定め

られる。⑤総会は，地区党委員会の書記，地区執行委

員会の議長の出席のもとに3日から4日も続けられる場．

合があり，結局地区当局は目的を達成する。コルホーズ

議長の「選挙」は以上のような仕方で行なわれていたよ

うであるが，ベロフによる．と，年がたつにつれて地区当

局の決定に本気で反対するコルホーズの数は段々少なく

なり，1949年までには大抵のコルホーズで，総会は機

械的にめくら判を押すようなものであった14）。なお先に

触れた1953年9月のフルシチョフ報告の中にも，次の

13）　［60］1947，No．7，Φ．　Ko田eπeB，“皿eMoKpaT四e－

cKHe　ocHoBbI　ynpaBπeHH5｛八e丑aMH　ceJibcKoxo3HHcTB－

eHHo貢apTeJ11ぺ’，　cTp．24．

14）　［8］p．35．なおそこには，コルホーズ員の抵抗

にあって地区機関が当初予定していた候補者を議長に

据えることができず，ベロフ議長の誕生となった興味

深いプロセスが記述されている。
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ような指摘がある。すなわち「コルホーズ議長を選ぶ仕

事が満足におこなわれていなめ結果，議長はしばしば更

迭・れてい・・議長・ほとん・÷は・年足・ず・か・

の職で働いていない。℃1年間に議長が2回から3回も交

替したコルホーズが，たくさんある。こうした議長の多

・くは，その任に耐えないため，もしくは職権濫用のため

’に解任されたものである。へまをやった人物や公共のも

のを私消した人物を，地区委員会が，コルホーズからコ

ルホーズへとおきかえて，コルホーズ員におしつけてい

る例は，少なからずあげることができる」瑚と。以上の

よう．に，コルホーズ議長は地区機関によって一方的に任

免されていただけでは必ずしもなく，コルホーズ員が地

区機関の意思にある程度抵抗した時合や，そのような抵

抗のために地区機関の同意しうる人物の範囲内でコルホ

ーズ員が自分で選出する結果になった揚合もないわけで

はないが，このような揚合も含めて基本的には，コルホ

ーズ議長人事は地区機関によって掌握されていたといえ

よう。コシェリ目フはこのような事態を，一部地方の党

やソヴェトの指導者による「国営企業と協同組合・コル

ホーズ企業との同一視の結果である」と述べたが16），そ

れは一部指導者によるこのような誤りの結果というより

も，むしろコルホーズ議長という役職そのものが，国家

に対するコルホーズとコルホーズ員の従属をコノレホーズ

内部において確保する機能を付与されていたという，よ

り構造的で一般的な要因の結果だと思われる。また，コ

ルホーズ議長候補者が不足しているために，「あまり読

み書きできない者や，コルホーズ生産の指導をまともに

組織する能力のない者」17）を議長ポストにつけざるをえ

ないという事情も，考慮されるべきであろう。このよう

な諸事情のもとで，コルホーズ議長任免問題の意思決定

は，戦後復興期においても戦前と同様に，国家化されて

いた，ということができる。

　以上から明らかなように，戦後においても生産・分

配・人事などコルホーズ経営の基本問題に関す．る意思決

定は，その大部分が党・国家に帰属しており，この意味

でコルホーズ的・協同組合的所有は国家化されており，

15）［3］p．51および［31］cTp．73。

16）　　［60］CTP．18．

17）　［3］「幹部と技術は農業を高揚させる決定的な

力である」P，74。［31］cTp，105。なお1953年9月7

日付共産党中央委員会総会決定『ソ連農業を一層発展

させる諸方策について』によると，当時9万4千人の
コルホ．一ズ議長のうち，高等教育をうけたものは2，400

人，中等専門教育をうけたものは14，200人・にしかな
らなかった（［57］T．4，1968，cTp．23）。

Vo1．35　No．1

従ってコルホーズ員が共同所有にもとつく共同経営者と

して，コルホーズで労働することは，多くのばあい，客

観的に殆ど不可能であったと思われる。

　［2コ口コルホーズ員の労働力再生産．

　前稿で明ちかにしたように，戦前期においては，コル

ホーズ員の所得と社会化経営で消費される労働力の再生

産とが，住宅付属地における個人「副業」経営に大きく

依存しており，この意味でコルホーズの「個人化」傾向

が顕著であった。1937年から38年というコルホーズ員

にとって最も恵まれた年においてさえ，コルホーズは社

会化経営において農家労働力の約80％を消費しながら，

轟家労働力再生産費のよくみても約50％しか負担して

おらず，従ってそれは，自己の消費する労働力の再生産

をそれ自体では保障できなかったといえる18）。このよう

な傾向は，戦後復興期には，強まりこそせよ，決して弱

まわりはしなかったと推測される。

　まず第1表より明らかなように，コルホーズ員に対す

る生産物の作業日支給は，戦後激減しており，穀物のば

あい1947年には1940年のほぼ50％にすぎず，1950年

でも40年目85％にとどまっている19）。また現金支給

は，1950年に1940年の1・6倍にまでふえているが，こ

の間に国家小売価格は2倍，農民が工業から購入する消

費財の価格は10倍に上昇したといわれているから，現

金支給にもとつく実質所得も，大巾に減少していること

になる20）。

　次に社会化経営におけるコルホーズ農家の労働力支出

についてであるが，これがコルホー．ズ農家劣働力支出の

どのくらいの割合を占めるのかを直接示す資料は入手困

難である。そこで，1937～38年の平均的コルホーズ農

家のばあい，その労働力の約80％を社会化経営で支出

していたことを前提し，これが戦後どのように変化した

かを推測することにしたい。

　第2表に示されるように，農家1戸当り家族員数と労

働可能コルホーズ員数とは，戦争の影響をうけてかなり

18）　［7］pp．330－1．

19）　じゃがいもの支給量：は注9を参照。

20）　［4］p．243および［25］cTp．266。なおA．ノー

ヴによると，砂糖1kgの配給価格が1946年9月まで
5．5ルーブリ，10月以降15ルーブリであったが，配給

外では750ルーブリに達した。バター1kgの配給価

格は1946年10月より66ルーブリになった。ちなみ
．にコルホーズ員一世心当り年現金収入は623ルーブリ
であった（［5］PP．362，3704）。また当時コルホーズ農

民から徴収される農業税は，本稿60ページからも推
測されるように，コルホーズ農家現金収入に比してか
なりの高額に達したと思われ，る。
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工2表戦後期コルホーズの社会化経営における労働

1937

1940

1945

1950

労働可能
コルホー
ズ員1人
当り播種
面積ha

57

農家1
戸当り

家族員

数　人

4．1

4．1

3．6

3。5

農家1戸
当り労働
可能コル
ホーズ員
数　　人

2．2

1．9

1．3

1．5

農家1戸
当り稼得

作業日数
　　　日

438

483

325

377

労働可能
コルホー
ズ員1人
当り作業
日数　日

194

254

250

251

2．8

3．3

3．6

3．9

出所＝1937年については〔9］p．711，［37］℃Tp．1，35，36，［55］1939

　　No，5cTp．164より，それ以外については［15］cTp．116，212，

　　222より作成。

減少しているが，労働可能コルホーズ員1人当り年間稼

得作業日数は，1937年にくらべて20％以上ふえている。

コルホーズ農家1戸当り現有労働力が1937年の2・2人

から1950年の1・5人に30％以上減少しているときに，

社会化経営での労働力支出は，農家1戸当り年間稼得作

業日数でみると，37年前438から50年の377にわずか

に14％しか減少しておらず，労働可能コルホーズ員1

人当り年間余得作業日数でみると，37年の194から251

に29％も増加していることは，コルホーズ農家の労働

力配分において，社会化経営での労働力支出の割合が

37年から50年にふえこそしても決して減少していない

ことを示している。

　従っ℃，戦後は社会化経営からのコルホーズ農民1人

当り所得が大巾に減少したにもかかわらず，社会化経営

での労働力支出の割合はむしろ増加していると考えられ，

るから，37年当時の状況，すなわちコルホーズ農家は

その労働力の約80％を社会化経営で消費しながら，そ

こからは労働力再生産費の50％しか獲得できていない

という労働力支出と所得とのあいだのギャップは，戦後

復興期にむしろ拡大したとみることができる。

　なおコルホーズ員と労働者・職員との労働報酬を大雑

把に比較してみると，1950年当時，工業労働者の月平

均賃金が70．8ルーブリのときにソフホーズ労働者の月

平均賃金は395ルーブリで，工業労働者のそれの56％

にとどまったが，コルホーズ員の所得引上が実施された

1953～54年でさえ，ソフホーズの賃金フォンドに汗す

るコルホーズ員労働報酬フォンドの割合は，1労働日当

りで53％，1労働可能者当りで35％というように低か

ったから，コルホーズ社会化経営での1労働日当り労働

報酬と工業労働者の1労働日当り賃金との格差は甚だし

く大きかったと思われる21）。

　以上のような状況のもとでは，コルホーズ員にとって

21）　　［2］p．190；および［39］cTp．350。

社会化経営での労働には魅力がなかったから，個人「副

業」経営に精力を注ぐ傾向や，工業への転職を求める傾

．向は，戦後，戦前の37年頃よりもさらに強まっていた

と推測されよう。当時の状況をF・ベロフは次のように

描写している。「農民は食物と現金をほとんど受けとら

なかったので，彼らは食糧を自分の住宅付属地にほとん

どすべて依存するようになった。労働規律はめちゃくち

ゃになり，農民は社会化経営の土地で働くことを拒否す

るようになった。議長は，彼の最善の『数学』でさえこ

のような状況においては効果がないことがわかり，機器

を裁判と集団からの追放とで脅さなければならなかった。

これは時々効果があった。何故かというと多くの人々は

コルホーズを出て行きたかったけれども，彼らは追放さ

れることは欲しなかったからである。というのはその外

合には，彼らは公的書類を一切与えられ，ず，これがなく

ては住所を変えることが不可能だったからである」22）と。

　［3］　労働の非経済的強制

　上記のような事情のもとでは，個人「副業」経営の

「肥大化」傾向が生じるが，1946年9月19日付決定rコ

ルホーズにおける農業アルテリ定款の侵犯を除去する措

置について』は，この傾向の阻止をその目的の1つとし

ていた。そこでは住宅付属地がコルホーズ員自身によっ

．て勝手に拡大されたり，コルホーズ議長や理事会の側か’

ら拡大されたりするという不法行為が指摘され，1946

年11月15日までに土地台帳と土地配分の現状との照合

を完了し，規準面積を越える住宅付属地はコルホーズに

返還するように定められた23）。　　　’

　コルホーズ員に対して社会化経営での労働を法的に強

制した最：初の決定は，1939年5月27日薄志ソ連邦共産

党（ボ）中央委員会およびソ連邦人民委員会議決定rコル

ホーズの社会化された土地を乱用から保護する措置につ

いて』であり，’これはコルホーズ員に対して年間最低作

業日（Tpy双。八eHb）の数を地方別に」0，80，100というよ

うに義務づけるものであった24）。その後，戦時中の1942

年4月13日に両者による決定rコルホーズ員の義務的

最低作業日の引上について』が出されたが，これは上記

の年間義務的作業日数を戦時にかぎって地方別に100，

120，150まで引き上げるとともに，1年間を4期に区分

して各期の義務的作業日数までも設定し，これらを遂行

しないコルホーズ員はコルホーズから追放し裁判にかけ

るという内容であった25）。ところがこの決定は，1947

22）　　［8］］p．25．

23）　　［35］CTP．291－4．

24）　［7］CTP．331－2を参照。
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年5月31日ソ連邦閣僚会議の決定によって，1947年に

も適用されることが定められ，これ以降毎年有効期限が

延長され，結局1953年まで適用された26）。H・ヴォルコ

フは，戦後の困難な状況のもとで，労働の物質的刺激の

可能性がかぎられており，とくに弱体コルホーズにおい

てそうであったことが，このことの原因であったと述べ

ている。

　コルホーズ員をコルホーズ内に緊縛する役割を果した

国内パスポート制度と組織的労働力募集制度は，戦後復

興期にも存続していた27）。

　従って，社会化経営へのコルホーズ員の労働参加が，

住宅付属地面積の法律的制限，社会化経営における最低

作業日数の法律的義務づけ，パスポート制度や組織的労

働力募集制度によるコルホーズへのコルホ「ズ員の緊縛

などの，非経済的諸強制によって多かれ少なかれ確保さ

れているという事態は，この時期戦前とだいたい同様で

あったと思われ，る。

　以上から明らかなように，1937’》38年にコルホーズ

のおかれた状況，すなわちコルホーズ経営に関する意思

決定の国家による横奪，労働力再生産費負担の個人化，

社会化経営への労働参加の非経済的強制を特徴とする，

国家に対するコルホーズ員の隷属状態は，戦後復興期に

は強化されたとしても緩和されることはなかったように

思われる。このような状況のもとで農業の「放棄状態」

（B3any皿eHHoM　cocToHHHH）28）にあるコルホーズが広ま

ったことは，1953年3月のスターリンの死と内周って，

ソ連指導部に農業政策の転換を迫ることになったといえ・

よう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　，

II　1950年代半から1960年代にかけての

　　　　　　　対コルホーズ政策

　ここでは，対コルホーズ政策を示す上記期間に出され

た政府や共産党の諸決定をごく簡単に概観することにし

たい。ただし本稿の目的は，ソ連における戦後農政史や

コルホーズ史を記述することではないから，ζ：こでとり

あげる決定もそのとりあげ方も，70年代以降のコルホ

ーズの経営メカニズムを分析するのに予め知っておく必

要があると思われる最小限に限られる。

　スターリ．ン農政からの脱皮をはかるフルシチョフ農政

25）　　［35］CTP．219．

26）　　［15］CTP．109．

27）　［7］p．330．

．28）　［54］1953，No・12，　cTp・16・また［3］P・4およ

び［31］CTP．9も参照。・
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の端緒を示す決定として重要なものは，1ウ53年9月7日

付ソ連邦共産党中央委員会決定rソ連邦の農業を一層発

展させる諸方策について』29）である。これは，重工業の

優先的発展のもとで農業が犠牲を強いられてきたことを

認めつつ，農業発展の新方向を打ち出したものである。

そのような新政策の方向としてまず第1に挙げるべきは

「物質的関心の原則」の遵守の必要が強調されたことで

ある。．生産活動に対するコルホーズ員の物質的関心を基

礎としてコルホーズ経営の発展を追求することが原則と

して位置づけられたことは，当時としては画期的なこと

であったといえる。具体的には，農産物調達価楕の引上

と農産物義務納入ノルマの引下によるコルホーズ経営お

よびコルホーズ員家計の財政強化のための措置が決定さ

れた。これ以降，同主旨の農産物価格引上が繰り返し実

施されてきたことは周知の通りである30）。

　第2は，これはこの決定には直接明記されるまでに至

らなかったが，この決定のもとに．なった中央委員会総会

でのフルシチョフ報告において，コルホーズの自主性を

拡大する必要性が指摘されたことである。先の引用に示

されるように31），そこではコルホーズ経営に関する意思

決定が上級機関に集中されている様子とその弊害が明ら

かにされ，その再検討の必要が強調されたが，そのよう

な方式は後に「法外な集権化」として批判されることに

なった。

　この決定では，その他に，農業要員の養成・農村への

その派遣・農村におけるその定着のための諸措置，トラ

クターほか農業機械の納入計画などが示されていた。

　以下では，これに続く諸決定をコルホーズ意思決定権

の拡大に関する決定，コルホーズ経営の経済的強化やコ

ルホーズ員家計の財政強化に関する決定とに分けて概観

することとし，労働の非経済的強制の解除に関する決定

は前者の中に含めることにする。

　［1］　コルホーズ意思決定権に関連する決定

　①1955年3月9日付ソ連邦共産党中央委員会・ソ連

邦閣僚会議決定『農業計画化の実践の変更について』

　これはコルホーズに対し，播種面積，収穫率，家畜増

加頭数などを詳細に割り当てる従来の計画化方式を，合

理的な経済運営を阻害する「法外な集権化」と呼んで批

判して32）乳それにかわる計画化方式の導入を定めたもの

29）　［57］T．4，1968，cTp．19－60．

30）　農産物価格の政策・制度・理論については［1］

を参照。

31）　本稿P・54。

32）［35］CTP．441．
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である。新計画化方式では，地区機関によりコルホーズ

に割り当てられる計画課題が農産物義務納入量，エム・

テー・エスへの現物支払，予約買付高に限定されており，

播種面積，収穫率および家畜増加頭数など，生産面での

計画はコルホーズ自身が決定できる建前になった。しか

しこれらに関しても，地区執行委員会は，コルホーズの

作成した計画を検討し，必要な変更を行なうよう勧める

権限を与えられていたから，この決定によって実態がど

こまで変わりえたかは疑問となるところである33）。しか

しそれにもかかわらず，この決定において，コルホーズ

自主性の拡大に向けて具体的前進がはかられていること

は確かである。

　ここで留意すべきは，この自主性の拡大が，合理的経

済運営の要請として把握されており，コルホーズの協同

組合としての性格を実現するための方策としてはまった

く位置づけられていない点にある。事実，この計画化方

式は，この決定によってソフホーズにも適用されること

になったのであり，コルホーズの自主性の拡大といって

も，それは国営企業なみの範囲を越えるものではなかっ

た。

　②1956年3月6日気分決定r農業アルテリ定款と，

コルホーズ生産の組織化およびアルテリ問題の管理にお

けるコルホーズ員のイニシアチブの一層ρ発展とについ

て』

　この決定によって，コルホーズは，『模範定款』に従

いながらその具体的条件を考慮して，自己の定款の個々

の規程を自分で変更したりそれに付加したりすることが

認められるようになった。例えば，住宅付属地面積，個

人所有家畜頭数などを一定の範囲内で自分で決められる

ようになり，また前払月給制の導入も承認されたが，こ

こでより重要なのは，義務的最低作業日数および作業ノ

ルマなどの自主的決定が認められた点である鋤。という

のはこれによって，義務的最低作業日数の法律的強制の

廃止が確定し，社会化経営への労働参加の法律的強制の

廃止にむけて，一歩前進したことになるからである。

　③1958年2月26日付ソ連邦共産党中央委員会総会

決定『コルホーズ制度の一層の発展とエム・テー・エス

の改組とについて』35），1958年3月31日付第5期ソ連

邦最高会議第1会期採択『コルホーズ制度の一層の発展

とエム・テー・エスの改組にかんする法律』36）および前

33）　TaM》Ke，　cTp・443・

34）　TaM》Ke，　cTp・449－452・

35）　［57］T，4，1968，cTp．392－7．

36）　　［35］CTP．471－3．
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者と同名の1958年4月18日付ソ連邦共産党中央委員

会・ソ連邦閣僚会議決定37）

　これら一連の決定によって，エム・テー・エス（機械・

トラクター・ステーション）の廃止と，エル・テー・エ

ス（修理・技術・ステーシ日ン）へのその改組が確定した。

エム・テー・エスは，独占的に保持する農業機械を用い

てコルホーズにサービスを提供することを通じて，「社

会主義国家によるコルホーズ指導の最重要拠点」38）とま

でいわれたようにコルホーズ農作業を統制し，またサー

ビス提供の代償として現物支払を受けとって農産物調達

の重要なパイプとしての機能を果していたから，その廃

止はコルホーズにとって大きな意味をもつものであった。

第1に，コルホーズは，農作業の現場におけるエム・テ

ー・エスの統制から解放された結果，その分だけ自主性

が拡大し，またコルホーズによる農業機械の所持が解禁

された結果，自己の裁量：下にそれを持つことになりその

分だけコルホーズ意思決定の対象範囲が拡大することに

なった。第2に，エム・テー・エスの廃止にともないそ

の職員であったトラクタ「運転手な．どの要員がコルホー

ズ員に転化された結果；，コルホーズ経営の人材が豊かに

なった．反面，党員コルホーズ員の増加によって党めチャ

ンネルを通じた党・国家による統制がより容易になった。

第3に農業機械はコルホーズに対してエル・テー・エス

を通じ「自由に販売される」39）と定められたが，実際には

エノレ・テー・エス，《農業資材公団》（《CeπbXO3TeXHHKa》）

を通じてその割当配分が行なわれ，一種の配給制度とな

ったから40），生産財調達にかんしても，コルホーズはこ

れを機に国営企業同様のソ連型集権制に組み込まれて行

ったことになる。第4に，これはむしろコルホーズの財

政的強化に関連することであるが，現物支払の廃止にと

もなう農産物調達制度の一元化は，調達価格引上と相侯

って，コルホーズの財政強化に寄与するものであったが，

反面農業機械の購入はコルホーズにとって負担となった。

　④1958年6月30日付ソ連邦閣僚会議決定r義務納

入およびエム・テー・エス作業現物支払の廃止と，農作

物調達の新方式，価格および条件とについて』41）

　この決定によって，エム・テー・エスに対する現物支

払だけでなく，従来の義務納入制度も廃止され，これら

にかえて，農産物国家買付制度が制定された。これ’は農

37）

38）

39）

40）

41）

TaM》Ke，　cTp．474－482・

［57］T．4，1968，cTp，45．

［35］CTP．474．

［28］CTP．81－3．

［35］cTp．482－489．
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産物国家買付計画を共和国，地方，．州，地区というよう

に分割して行き，最後にはコルホーズにまで割り当てる

ものである。なお1961年2月25日置ソ連邦共産党中央

委員会・ソ連邦閣僚会議決定r農産物国家買付の組織化

の改編と改善について』42）によって，コルホーズからの

農産物の買付は，ソフホーズの面隠とともに，予約買付

契約にもとつくことと定められたが，これは農産物国家

買付計画に代るも．のでは決してなく，逆にそれを前提と

して，調達機関とコルホーズとのあいだで結ばれるもの

であることを，確認しておく必要がある。

　⑤1964年3月20日付ソ連邦共産党中央委員会・ソ

連邦閣僚会議決定『コルホーズ生産およびソフホーズ生

産の計画化の実践における乱暴な違反と歪曲の事実につ

いて』

　これ’は1955年の決定①の侵犯を批判し，その是正を

求めたものである。決定①において，コルホーズやソ

フホーズに下達される課題が国家への生産物の納入量に

限定されたことは，既に見た通りである。この決定は，

それにもかかわらず，播種面積，収穫率，家畜頭数，家

畜生産性の義務づけが幾つかの州，地方，共和国におい

て無遠慮に行なわれているうえに，地方機関はコルホー

ズやソフホーズの指導者にその計画の再検討を不当に要

求していると述べて43），このような行為の禁止をうたっ

た。すなわち，地方機関が国家計画によって承認された

以外の指標で生産課題を下達することは禁止され，また

播種面積などの計画化について地方機関とコルホーズや

ソフホーズの指導者とのあい礎で意見対立が生じた場合

に，最後の断を下すのはコルホーズ理事会でありソフホ

ーズ長であると定められた。しかし後に触れるように，

この問題がこの決定によらて解決されたわけではない。

ここでは生産課題の下達という点で，コルホーズとソフ

ホーズとが同列に扱われている点が特徴的だと思われる。

　⑥1965年4月1日目連邦共産党中央委員会・ソ連邦

閣僚会議決定r1966－70年農産物買付計画について』

　これは，中央委員会3月総会の方針を具体化した一連

の決定の1つであるが翰，これによって，コルホーズは

ソフホーズと同様に，5ヶ年間の農産物買付計画課題を

予め受けとることになった。これは計画課題の度重なる

変更の弊害を回避するとともに，計画の超過遂行の場合

42）　［59］1961，No．4，　cTp．77．

43）［59］1964，No．4，　cTp．73．．しかし，決定①に

よれば，再検討の勧告が認められていたのであり，そ

の意味ではこれは不当ではない。

44）他の決定については，Hの［2］で触れる。

Vol．35　No．1

の買付価格割増と結びつけて，生産の発展を刺激しよう

としたものである45）。

　［2］コルホーズ経営およびコルホーズ員家計の財政

　　強化に関連する決定

　①1953年8月8．日付ソ連邦最高会議決定r農業税に

ついて』

　この決定によって，コルホーズ員の支払う農業税の税

　　　1率が約7に引き下げられ，例えばロシア共和国平均で

住宅付属地0・01ヘクタール当り8．ちルーブリになったう

えに，これまでの滞納金が支払免除になった。これ，は

53年の9月総会の方針を先取りするものといえよう46）。

　②1957年7月4日付ソ連邦共産党中央委員会・ソ連

邦閣僚会議決定rコルホーズ員，労働者，職員の経営に

よる対国家農産物義務納入の廃止について』

　これ’によって1958年1月1日より個人副業経営から

の義務納入が廃止された47）。

　③1964年3月12日付ソ連邦共産党中央委員会・ソ

連邦閣僚会議決定『後進コルホ温ズ経済の引上措置につ

いて』

　これは直接には後進コルホーズの経営改善に向けられ

たものであるが，対コルホーズ政策の根本的転換を象徴

する重要な規定を含んでいた。従来コルホーズ員に対す・

る社会化経営からの労働報酬には，国家への支払を行な

い，集団的必要を充足した後の残余が当てられるという

『残余原則』が実施されてきたことは，既に述べた通り

である。ところがこの決定では「（労働報酬を含む）生産

費を補填し，さらに国家への義務的支払を行なった後の

経営の所得は，不可分フォンドやその他の社会的フォン

ドの補填に，より良い作業結果をあげたコルホーズ員の

報償に向けられる」48）と規定され，コルホーズ員労働報

酬の『残余原則』扱いを廃止し，それを生産費の範疇に

含め，国家への支払などよりも先に確保すべき．ことが定

められ，たのである。またここでは，班や組などが過去の

平均を上廻る生産高を得た場合には，その25％～50％

の範囲で追加報酬としてコルホーズ員に支給できること

も定められていた。

　④！965年4月1日同決定rコルホーズに対する財政

援助について』

　この決定によって，ゴスバンクに対するコルホーズの

負債，長期クレジット14億5千万ルーブリ，すでに返

45）　［57］T．5，1968，cTp．613．

46）　　［35］CTP．352－3．

47）　TaM》Ke，　cTp．465－6．

48）　［59］1964，No．4，　cTp．64，

ρ

o

●

●
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Jan．1984 ソ連におけるコルホーズの国家化

済期限を延期した短期クレジット5億6干万ルーブリの

計20億1千万ルーブリの返済を：免除し，この負債を帳

消しにすること，調達機関から受けとった前払い形態の

負債1億2千万ノレーブリの返済期限を延期すること，農

業機域購入にともなうエム・テー・エスおよびエル・テ

ー・エスへの負債の残りはすべて帳消しにすることなど

が定められた49）。

　⑤1965年4月1日付同決定rコルホーズにおける抜

本的土地改良のための費用を国家財政の負担とすること

について』

　決定の名称の通り，コルホーズ内の土地において抜本

的土地改良策を実施する場合，国家財政資金を投入する

ことが，これで可能になった50）。

　⑥1965年4月10日付ソ連邦最高会議幹部丁令rコ

ルホーズ所得税について』

　従来コルホーズ所得税は，収益性の水準や労働報酬の

水準にかかわりなく，総所得の125％と定められてい

たが，この決定によって収益性が15％を越えるばあい

に，その超過部分に相当する年純所得の12％，コルホ

ーズ員平均月労働報酬が60ルーブリを越えるばあいに，

その超過部分に相当する年間労働報酬フォンドの8％と

定められ，，各コルホーズの経営状態を考慮した課税制度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．
が導入された。またこれによって課税額は約7に減少

するといわれた51）。

　⑦1966年5月16日ソ連邦共産党中央委員会・ソ連

邦閣僚会議決定『社会的生産の発展に対するコルホーズ

員の物質的関心の向上について』

　これ，によって，1966年7月1日より保証労働報酬制

の導入が確定し，そのさいソフホーズの賃率表が適用さ

れることになった52）。第3表と第4表はそのような賃率

表の例である。第3表は，1968年1月1日よりソフホ

ーズに適用され，コルホーズにもその適用が勧告された

ものであるが，ソフホーズなみの労働報酬を保証するこ

とが財政的に困難なコルホーズには，第4表の適用が勧

告された。第3表よりも高水準の賃率童もつことができ

るコルホーズも存在したかも知れないが，そのような賃

率表は導入されなかった。各コルホーズは，これらの賃

率表にもとづき生産・財務計画で労働報酬フォンドを予

定しておいて，毎月支払って行き，最終的な年間所得が

このフォンド額に至らないばあい，コルホーズは地区執

　　　』第3表賃率表
（7時問労働日，ルーブリーコペイカ）
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49）　［57］T．5，1968，cTp．609－610，

50）　TaM＞Ke，　cTp．609，

51）　　［38］CTP．95－8．

52）　［59］1966，No．9，　cTpl　170．

馬および手による作．
業と畜産における作
業

　時　間　給

　出来高給
トラクター運転手・
機械技師

　時　間　給

　　1グノレープ

　　Hグループ

　　皿グループ

トラクター運転手・
機械技師

　出来高給
　　1グノレープ

　　IIグノレープ　　、

　　皿グノレープ

等 級

Il司・1酬・睡

2－34

2－34

2－99

3－36

3一一64

3－23

3－64

3－93

2－34

2－40

3－36

3ワ8

4－09

3－64

4－09

4－43

2－40

2－46

3－78

4－26

4－60

4－09

4－60

4－98

2－46

2－54

4－26

4－78

5－18

4－60

5－18

5－60

2－54

2－73

4－78

5－38

5－82

5－18

5－82

6－30

2－81

3－10

5－38

6－06

6－55

5－82

6－55

7－08

出所：［30］cTp．190－1，［12］cTp．45－6，［50〕cTp・487－9・

　　　第4表　賃率表
（7時問労働日，ルーブリーコペイカ）

馬および手による作
業と畜産における作
業

　時　間　給　　’

　出来高給
トラクター運車云乎・

機械技師

　時　間　給

　　1グノレープ

　　IIグノレープ

　　皿グノレープ

トラクター運転手・
機械技師

　出来高給
　　1グノレープ

　　IIグノレープ

　　IIグループ

等 級

Il・i皿lwl・1w

1－56

1－72

2－64

2－73

2－80

2－73

2－90

3－10

1－74

1－91

2－73

3－00

3－30

2－80

3－40

3－60

1－95

2－15

2－90

3－50

3－80

3－20

3－80

4－20

2－20

2－42

3－20

3－90

4－20

3－60

4－30

4－70

2－49

2－73

3－80

4－50

4－90

4－20

5－00

5－50

2－81

3－10

4－50

5－40

5－90

5－00

6－00

6－50

出所＝第3表と同様。

行委員会にクレジット（返済期間5年）の割当申請を行な

い，その承認を得てゴスバンクから資金を借りることが

できるように定められた。ここでコルホーズ員労働報酬

の国家資金による保証の制度が導入された点は，コルホ

ーズ員労働報酬の生産費範疇の組み入れとともに，コル

ホーズ制度の注目すべき新展開であった。というのはコ

ルホーズ員はこれ，によって安定した労働報酬を国家によ
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って保証されることになった反面，労働報酬の一層厳密

な国家統制をも受けることになったからである。

　以上概観したコルホーズ意思決定権の変更やコルホー

ズ経営・コルホーズ員家計の財政強化に関する諸決定に

盛り込まれた政策を，大筋において継承し，総括する形

で制定されたのが，．1969年11月のrコルホーズ模範定

款』であり53），ここに至って，．農業集団化の時期に制定

された1935年2月のr農業アルテリ模範定款』が正式

に廃止されることになった。

III　1970年代以降のコルホーズ

　ここでは近年のコル永一ズを老察するが，その分析視

点は，1つはコルホーズにおける意思決定の現状がどの

ようになっているかという点であり，他の1つはコルホ

ーズ員の労働配分と労働報酬がどのような状況にあるか

という点である。このような視点からコルホーズの現状

を分析することによって，コルホーズ経営メカニズムを

解明し，「コルホーズ的・協同組合的所有」の実像を浮

かびあがらせることが，この節の課題である。

　［1］　コルホーズにおける意思決定

　（1）　計画決定

　A．長期計画
　コルホーズの長期計画は，1966年のソ連邦共産党第23

回党大会でその導入が決定された「組織経営構造計画」

（‘‘nJIaH　opraHH3aul｛oHHo－xo3H員cTBeHHoro　ycTpo前cTBa

Koπxo30B　H　coBxo30B，” ｪして“oprxo3nmH”）である54）。

これは6年から15年の期間を対象とし，その内容は，

例えば，コルホ「ズの各生産部門の発展計画（方向と規

模），土地利用改善計画収穫率・家畜生産性向上計画，

総合的機械化計画基本投資計画，労働生産性・生産物

原価・利潤量：・収益性・利潤配分計画などから構成され

る55）。その決定手続は，次のようなものである。すなわ

ち，最初にその計画課題が各経営において農業機関の専

門家の参加のもとに作成され，コルホーズ員総会やソフ

ホーズ生産評議会によって審議される。次にこうして各

経営において作成された計画諌題がゴ地区機関によって

検討されその同意を得ると，さらに州（または共和国）に

おいて検討され，承認され，る。最後に各経営は，承認さ

れた計画課題にもとづいて，「組織経営構造計画」を作

成する56）。

53）　［59コ1969，No．26，　cTp．642－66L

54）　［61］1969，No．2，　cTp．．33．

55）　　［14］CTP．38。

5の　［14］cTp．38および［19］cTp．73．

Voi．35　No．1

　この計画とそめ作成手続の特徴として，次の3点を挙

げることができよう』第1は，r組織経営構造計画』は，

各経営の基本的発展方向を規定したものであり，農業機

関が各経営に農産物買付国家計画を割り当てたり，コル

ホーズが5ヶ年計画を作成したりするさいの基礎として

位置づけられ，ている点である。第2は，このように各コ

ルホーズにとって重要な計画を作成するための計画課題

が，地区機関の同意と州機関の承認を必要とすることと

定められており，その最終的決定権がソフホーズにおい

てと同様にコルホーズには存在しないことである。第3

は，各経営における計画課題の審議が，コルホーズでは

コルホーズ員総会において，ソフホーズでは生産評議会

において行なわれ，ることを別とすれば一このばあい，

決定権をもつべきコルホーズ員総会が審議権しかもたな

いソフホーズ生産評議会と同じ地位に椿下され，ていると

もいえるが一，この計画の作成・承認手続きは，コル

ホーズでもソフホーズでもあまり変わらないという点で

ある。

　B・中期計画

　1966年以降，農産物買付国家計画課題が，年度区分

つき5ヶ年計画という形でコルホーズまで下達され，るよ

うになった結果，各コルホーズはこの計画課題にもとづ

き，「組織経営構造計画」を考慮して，5ヶ年計画を作

成するようになった。

　コルホーズに対する5ヶ年計画指標の下達状況は，農

産物買付の国家計画課題以外の種々の指標が近年ふえる

傾向にあったといわれる。例えば，地区農業管理局が経

営まで播種面積構成を指令しこれ，が輪作体系と調和して

いないケース，穀物の播種面積の増加により滅少した飼

料用作物の播種面積をそのままにしておいて家畜頭数

増加の課題が下達されてくるケースが指摘されている

し57），また上級機関が近年集権的方式で多数の計画指標

を設定してきた結果，経営の指導者は「法外な規制」を

うけ，そのイニシアチブと自主性が制限されてきたとい

われている58）。また国家買付計画だけでなくその超過遂

行を予定した買付総量を課題として下ろしたり，肉・牛

乳・卵に関する追加課題を下ろしたりした結果59），幾つ

57）　［53］1981，No．6，　A．　ApxHnoB，“nπaHHpoBaHHe

H∋KoHoMHqecKoe　cTHMyハHpoBaHHe　ce涯bcKoxo3H藍。－

TBeHHoro　npoH3Bo汲cTBa，”cTp，5．

58）　［53］1981，No．10，　H．　CMeTaHHH，“CoBep山e－

HcTBoBaHHe　nπaHHpoBaHH兄　ceJlbcKoxo3兄HcTBeHHoro
npoH3Bo，江cTBa，ηcTp．39．

59）　TaM》Ke，　cTp．35．
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もの計画が出来てしまう計画の多種性が現われた60）。

1978年7月4日付ソ連邦共産党中央委員会総会決定『ソ

連邦農業の一層の発展について』では，このような多種

性を除去し，単一の国家買付計画を設定するように定め

られた61）。

　このような方向に沿って農業め計画化と管理の改善を

目指したものが，1980年11月14日付ソ連邦共産党中

央委員会・ソ連邦閣僚会議決定r農産物の生産および調

達の計画化と経済的刺激の改善について』である。これ

によって「農産物買付単一国家計画」の5ヶ年計画（年

度区分付）のばあい，次の指令指標がコルホーズやソ．フ

ホーズに下達されることになった62）。

　1・国家への農産物の販売高（現物表示）

　2．資材・機械供給（トラクター・自動車・トラクタ

　　一連蓋車・穀物収穫コンバインなど基本的農業機械

　　の納入高，肥料・化学薬品などの納入量，畜産コン

　　プレックスなどへの総合飼料納入量）

　3・科学・技術の成果の導入（必要な資材・機械を保

　　証された科学・技術成果の導入課題）

　4・労働（ソフホーズなど国営企業に対してのみ，賃

　　金フォンド指標を下達）

　5．財務（ソフホーズなど国営企業に対してのみ，利

　　潤計画，国家財政への支払計画，国家財政からの資

　　金割当計画を下達）

　6．基本建設（a．ソフホーズなど国営企業に対しては，

　　固定フォンド，最：重要生産施設などの利用開始，国

　　家基本投資や建設・組立作業および請負作業などの

　　リミットを下達，b・コルホーズに対しては，経済・

　　社会発展計画において算定されている，資材・機械

　　を保証された，ソフホーズに対する指標と同一の指

　　標が通知される）

　以上から明らかなように，第1から第3までの指標は，

コルホー塔にもソフホーズにも共通で，同様に指令的性

格を．もつも：のであるのに対して，第4と第5の指標はソ

フホーズに固有で，コルホーズには下達されない。第6

指標は，両者に共通であるが，この決定の表現上では，

コルホーズにはそれが「通知される」と規定されており，

それが下達されるソフホーズとは別扱いされて小るが，

実際にどれほど違いがあるかは，疑問となるところであ

60）　［57〕T．12，1979，cTp．337．

61）　TaM》Ke，　cTp。361。

62）　［61］1980，No．52，　cTp．5．なお，［53］1981，　No．

10，CTP．35では，農産物国家買付計画課題の指令的性

格が，農工問の需給均衡の必要から説明されている。
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る。

　次に，このような5ヶ年計画の作成手続の面から，コ

ルホーズとソフホーズとの相異を概観することにする。

その作成手続の概要は大体次の通りである。第1に，上

記のような計画課題がコルホーズやソフホーズまで下達

されると，各経営は自己の「組織経営構造計画」を考慮

して5ヶ年計画案を作成し，地区機関などに提出する。

このさいコルホーズのばあい，計画案を理事会が作成し，

コルホーズ員総会で審議・決定すうのに対して，ソフホ

ーズのばあい，管理部が作成して生産評議会が審議する

という相異があろう。第2に，地区農業機関（地区農業

管理局，ソフホーズのばあいソフホーズ・トラストのこ

ともある）が，各経営から提出された計画案を集計して，

地区計画案を作成し，州（または地方）機関に提出し，後

者はそれを集計して加盟共和国ゴスプラン，農業省に提

出する。そして共和国の機関は，共和国全体の計画案を

作成して，ソ連邦ゴスプラン，ソ連邦農業省に提出する。

さらにゴスプランには，加盟共和国閣僚会議より当該共

和国国民経済計画案が，．またソ連邦農業省から1ま管轄下

のコルホーズ，ソフホーズその他に関する計画案が提出

される。第3に，ソ連邦ゴスプランは，国の農業計画案

と他部門の計画案とを調整し，農産物需要，各部門の投

資限度，資材・機械納入量などを考慮して，農産物買付

計画案を精密化し策定する。第4に，この案がソ連邦最

高会議で承認されると，農産物買付国家計画は法律とし

ての効力をもつことになり，その計画指標が加盟共和国

閣僚会議を経て，州（地方），地区（ソフホーズ・トラス

ト）まで下達されて行く。地区機関は，受けとった計画

指標をコルホーズやソフホーズまで下達する。第5に，

各経営が5ヶ年計画を作成し，コノレホーズではコルホー

ズ員総会が承認し，ソフホーズでは企業長が承認する63）。

　このように，コルホーズとソフホーズとでは各経営内

での計画の作成・承認の手続が相異し，またソフホーズ

・のぼあい直上機関がソフホーズ・トラストのことがある

など，両者には若干の相異点があるけれども，しかし基

本的にはコルホーズは集権的計画化方式にソフホーズ同

様組み込まれてしまっているといえよう。．

　C・短期計画
　コルホーズにおける短期計画の基本形態は生産・財務

計画であるが，これを作成するための計画課題としては，

上記5ヶ年計画の計画課題と同じ指標が毎年各経営まで

下達されるはずである。というのは先．に触れた1980年

63）［14］CTP．34－5・
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11月14日付決定の中で「コルホーズ，ソフホーズ，そ

の他の農業企業および合同まで，5ヶ年計画（年度区分

付）および年度計画において，次の農業発展指標を下達

すること」64）としたうえで，上記の6指標が列挙されて

いるからである。ただし同決定では，年度計画において

は，5ヶ年計画で定められている指標以外に，経営方式

にもとつく建設・組立作業用や修理用の建築材料の納入

高，計画遂行に必要な石油製品の納入量などの指標も下

達されることになっている。

　この生産・財務計画は，コルホーズのばあい，コルホ

ーズ理事会によって作成され，コルホーズ員総会によっ

て承認され，地区執行委員会の農業管理局によって検討

される。ソフホーズのばあい，それはソフホーズ長によ

って承認されるが，上級機関から下達される指令指標に

関しては，地区の農業管理局やソフホーズ・トラストに

よって承認される65）。

　ところで，本稿Hの［1］の決定⑤で触れたように，

地区機関が播種面積・収穫率・家畜頭数・家畜生産性な

どを．コノレホーズやソフホーズに無遠慮に義務づけている

とか，それ’らの指導者に計画の再検討を不当に要求して

いるとか非難され，地区機関によるこれらの行為がこの

決定によって禁止されることになった。ところが，B．

中期計画のところで見たように，近年そのような行為の

広まったことが批判されている。また1983年1月3日

付『プラウダ』によると，ニコラエフスク州ノヴォオデ

ッサ地区のコルホーズ《共産主義への道》は，過去ユ年

間に約800もの電話通達を受けとったことが批判的に紹

介され，，そこには「今日でも指令を与えようとする企て

は除去されていない」と述べられている66）。このよう

な一連の批判には，もっぱら地区機関が不当・不法な行

為を続けているかのようなニュアンスが込められている

が，しかし事態はもっと複雑であって一概にはそういえ

ないように思われる。というのはコルホーズやソフホー

ズに対する指導は，地区機関の権利であるだけでなく義

務でもあるからである。この指導の内容については，地

区勤労者代表ソヴェトの基本的権利と義務を規定した

1978年11．月28日付ソ連邦最高ソヴェト幹部会誌の第8

条に詳細な規程が与えられている。そのうちの一部を紹

介すると，第ユ項には，地区経済・社会発展計画の承認

の権限などとならべて，地区人民代表ソヴェトは「コル

ホーズ，ソフホーズおよびその他企業の生産・財務計画

64）　［61］1981，No．52，　cTp．5，

65）　　［14］CTP．49．

66）　　［56］3／1，1981，cTp．2。
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を検討する」と定められている67）。これは農業生産発展

国家計画の課題とそれとを一致させる目的で検討するも

のであるから68），そこに乖離iがあるばあい，各経営の生

産・財務計画の再検討の要請．をも当然伴うことになる。

またその第10項には，地区人民代表ソヴェトが「コル

ホーズの申請を検討し，基本建設・機械設備獲得・農業

生産発展のためのその他の措置に関するコルホーズ長期

信用供与計画を承認する」という規程が含まれている69）。

また第11項には，地区人民代表ソヴェトは「農業生産

の発展および農業生産の物質的・技術的基盤の強化を指

導する；コノレホーズ，ソフホーズおよびその他農業企業

に対して国家買付計画課題を承認する；コルホーズ，ソ

フホーズおよびその他農業企業による計画および対国家

義務の適時の遂行を確保し，まかれた種子や植物の保護，

農作物の収穫率および畜産の生産性の引上，生産物原価

の引下，物質資源・労働資源・金融資源の効率的利用に

関する措置の実施を確保する；コルホーズ，ソフホーズ

およびその他農業企業における経済的活動の改善，労働

生産性の上昇，内部ホズラスチョートの導入，コルホー

ズ員・ソフホーズ労働者の物質的関心の遵守のための手

段を講ずる；農業機械，自動車輸送，鉱物肥料・農薬の

利用の適正を監督する；地区における獣医学的管理の実

．施を指導する」と規定されているのである70）。

　このように，地区機関はコルホーズやソフホーズの広

範な経営活動に介入することが認められており，しかも

これは権利としてだけでなく義務としても定められ，てい

るのである。だが，例えば「収穫率の引上に関する措置

の実施の確保」が，収穫率引上目標や引上のための措置

に関する勧告を含むことは避けられないであろう。従っ

て，コルホ．一ズ経営に対する地区機関の介入は，この幹

部会令にもとつくという意味においては，正当かつ合法

的なのである。そして地区機関は自己に割り当てられた

国民経済計画の完遂に責任を負っているにもかかわらず，

各コルホーズによるその完遂は，自己の特殊利害に左右

されるため，自動的に保証されるものではないから，ま

た地区機関は各経営を適切に誘導する十分な経済的方法

をもってお・らず，しかもその計画自体が度々の変更と自

然条件の変化をこうむるという状況のもとでは，地区機

関による各経営への行政的介入は多かれ少なかれ必要に

ならざるをえないのであり，従って．そのような介入も過

67）　［57］T．12，1979，cTp．536．

68）　　［36コCTP．206。

69）　［57］T．12，1979，cTp．537－8．

70）　TaM》Ke，　cTp．538．
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剰介入への批判も，現在のような計画化方式が存続する

かぎり，今後も残らざるをえないと思われる。

　総じて，計画の作成および決定の制度に関しては，コ

ルホーズは純所得分配や従業員総数の問題を別とすれば，

ソフホーズとほぼ同程度に国家化されているといえよう。

　（2）生　　　産

　既に述べたように，各コノレホーズが毎年の作物別播種

面積，収穫率，家畜頭数などについて自分で決定するこ

とが原則とされた点は，地区機関による個々の介入があ

るとはいえ，コルホーズが自ら決定できる問題領域が戦

前・戦後ス．ターリン期に比して大巾に拡大したことを意

味する。またエム・テー・エスの解消が，コルホーズ生

産活動を国家機関による生産現場での直接的統制から解

放したことも確かである。．しかしながら，このような自

主性の拡大が実はかなり狭いものにすぎないことに留意

する必要がある。

　第1に，ヲルホーズの生産構成，その規模は，「組織

経営構造計画」によって制約されているが，この計画の

課題は国家機関（州）が最終的決定権をもっている。

　第2に，国家はコルホーズに対して国家買付量を現物

単位で義務指標として下達するにとどまり，生産量につ

いてはそのような指令を与えておらず，従ってこの点で

はコルホーズは自由を保持しているように見えるが，こ

れは外見にすぎない。というのは，国家買付義務指標は

コルホーズ規模によって10ん20種類あるいはそれ以上

に及ぶといわれ71），各コルホーズの商品化生産物を網羅

しているうえに，その買付量が各コルホーズの商品化生

産物の大部分を占めているからである。例えば第5表か

65

第6表コルホーズ農作物の総収穫量と国家買付量

　　　　　　　　　　　　　　　（単位：100万t）

第7次5ケ年
v画（1961～

@　1965年）

第8次5ケ年
v画（1966～

@　1970年）

第9次5ケ年
v画（1971－

@　1975年）

合計　年平均 合計　年平均 合計　年平均

〔総収穫量〕

　穀　　　物

　綿　の　実

　製糖用甜菜

　ひまわり
　じゃがいも

　野　　　菜

〔国家買付量〕

　穀　　　物

　綿　の　実

　製糖用甜菜

　ひまわり
　じゃがいも

　野　　　菜

387．5　　77，5　　　　448．6　　89．7　　　　485．5　101．8

24．1　　　4．0　　　　　24．2　　　4．8　　　　　28．4　　　5．6

271．0　　44．8　　　　368．7　　73．7　　　　349．0　　72．0

　一　　　一　　　　　25r6　　　5◎1　　　　　23．1　　　4．8

96．9　　19．3　　　　105，9　　21．1　　　　101，3　　20．4

22．5　　　4r5　　　　　2499　　　4．9　　　　　30．2　　　6．0

第5表　ソ連邦コルホーズの総生産物および商品化

　生産物における国家買付量の占める割合（％）

141．9　　28響3　　　　167。1　　33．4　　　　179．2　　35．8

20．1　　4。0　　　　　242　　　4。8　　　　　28．4　　　5．6

253．5　　50．7　　　　337．5　　67．5　　　　310．1　　62．0

　一　　　一　　　　　19．1　　　3．8　　　　　18．1　　　3．6

18．0　　　3．6　　　　　24．6　　　4．9　　　　　28．6　　　5。7

13．1　　　2．6　　　　　17．8　　　3．5　　　　’24．0　　　4．8

1965年 1970年 1974年

総生産
ｨに占
ﾟる割

商品化
ｶ産物
ﾉ占め
驫ы

総生産
ｨに占
ﾟる割

商品化
ｶ産物
ﾉ占め
驫ы

総生産
ｨに占
ﾟる割

商品化
ｶ産物
ﾉ占め
驫ы

世
用
菜
ま
り
が
も
菜
乳

　
糖
　
　
　
や
　
　
　
卵

穀
断
甜
ひ
わ
じ
い
野
牛

31．1 89．5
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出所：［26］CTP．136．

備考；数字に不整合の箇所があるが，原表通り掲げてある。

出所：［18］CTP．85．

ら明らかなように3国家買付量はコルホーズ総生産高に

おいても穀物やじゃがいもを別とすれば80％以上を占

めており，さらに商品化生産物の90％前後を占めてい

るし，また作物によってはコルホーズ総生産高の100％

になっていることが第6表から知れる。従って国家は，
　　　　　　　　　　　コ　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

コルホーズがどのような商品をどれだけの：量生産すべき

かについて，事実上概略を決定していることになる。こ

の点についてK）・クラスノポヤスは，「長期義務買付の．

割合がコルホーズ商品化生産物全体の90％にまで相当

している。このことは，多くのコルホーズにおいて，生

産活動の自主的経営操作の可能性牽制限している。この

ような条件のもとでは，……集権的計画化は，集権的経

常的管理の機能に転化しうる」72）と述べたが，国家買付

を通じるコルホーズ生産活動の統制を批判的に指摘した

ものと．して，この見解は注目に値しよう。

　コルホーズとソフホーズとのあいだには，なるほど次

のような差異がある。すなわちコルホーズが国家買付以

外にコルホーズ員，コルホーズ市揚，消費協同組合へ生

産物を販売するばあい，その生産と販売は国家の規制を

受けないのに対して，ソフホーズが国家買付以外にソフ

ホーズ員へ（国家小売価格で），地区公共食堂へ（原価で）

販売するばあいその生産・販売の量は加盟共和国閣僚会

議や州・地区の執行委員会などの規制を受けるというの

71）　　［22］CTP．89． 72）　TaM｝Ke．
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がそれである73）。しかし国家

の義務買付量がコルホーズ商

品化生産物の圧倒的大部分を

占めることを考えれば，コル

ホーズはその商品化生産物の

構成と量を，ほぼソフホーズ

と同様に基本的には国家によ

って決定されていると見なす

ことができよう。従ってまた

播種面積課題などからの解放

にともなうコルホーズの自主

性の拡大は，おもに経営内で

生産し消費する中間財に及ぶ

ものであり，この点ではコル

ホーズはソフホーズなみの自

主性を与えられたことになる。

このように，コルホーズにお

ける生産面での意思決定の国

家化は，

いが，

　（3）．生産財調達

経　　済　　研　　究

第7表　コルホーズ総生産物の分醍（1970年）

Vo1．35　No．1

総生産物

　物質的支出の補填

総所得
　労働報酬

　社会保障集中連邦フォンド

　社会保険集中連邦フォンド

純所得
　所得税
　不可分フォンド．

　社会保障・補助フォンド

　文化・生活フォンド

　物質的奨励フォンド

　予備フ才ンド

　過去の未払の補填

ロシア共和国平均

　　　　　　（％）

100

49．2

50．8　100｝
廼
　　　　64．8

17．9　　　35．2　　100

1．8　　　　3．5　　　　959

12．3　　　24．2　　　68．9

0r5　　　　1．0　　　　2．8

1．6　　　　3．1　　　　9：0

0．7　　　　1．4　　　　3．8

0．8　　　　1．6　　　　4．2

0．3　　　0．6　　　　1．4

　　《クバニ》コルホーズ

（千ルーブリ）　　　　　（％）

11，948　　　100

4，901　　　41．0

7，047　　　59．0　　　100

糊塾
3，209　　　　26．9　　　45。5　　　100

　401　　　　　3．4　　　　　5r7　　　　12．5

1，870　　　　15．6　　　　26．5　　　5873

　320　　　　　2．7　　　　　4．5　　　　10．0

　414　　　　．3．5，　　　5．9　　　12．9

　50　　　　074　　　　0．7　　　　1．5

　154　　　　　1．3　　　　　2．2　　　　　4，8

　　0　　　0　　　　0　　　　0

出所1向シア共和国にかんしては［30］cTp．152r155，《クバニ》コルホーズにかんしては［11］cTp．54，55，

　　61よりとった。

備考ll）《クバニ》コルホーズは黒海沿岸のクラスノダルスク地方のコルホーズである。

　　2）四捨五入のため数字に不整合なところがある。

ソフホーズにおけるその水準と全く同様ではな

しかしそれにかなり近い水準にあると思われる。

　農業機械・肥料’・農薬・燃料などの生産財は，（1）計

画決定の箇所で見たように，国家がコルホーズとソフホ

ーズに対して，農産物国家買付5ヶ年計画と年度計画に

おいて，計画遂行に見合う生産財の割当配分を行なって

いる。このような生産財の割当配分が行なわれる毎年の

手続きは，概略次のようである。

　第1に，コルホーズやソフホーズは，資材の割当申請

書を農業用生産手段の補給機関である《連邦農業資材公

団》（《Co田3ce∬bxo3TexHHKa》）に，地区の《農業資材公

団》を通じて提出する。第2に，《連邦農業資材公団》は，

計画年度前年の6月ユ日までに，ソ連邦農業省・ソ連邦

土地改良水利省の同意を得て，農業用生産財の事前的注、

文を，ソ連邦ゴスプランに提出する。第3に，ソ連邦ゴ

スプランは，四半期区分つき納入高資料を，10月1日以

前に《連邦農業資材公団》に送付し，後者とソ連邦農業

省とは，．この資料を州・地方・地区にまで下達する。第

4に，コルホーズやソフホーズは，設定されてきた納入

計画にもとづいて，計画年度の1月1日までに，当初の

割当申請書を正確化し，これにもとづいて生産財の調達．

を行なう74）。こうしてコルホーズは生産財を自由に購入

73）　　［20］CTP．85－6。

74）　［10］cTp．28－9，［47コcTp．274．なお前者による

と，鉱物肥料については，1971年よりコルホーズや

することはできず，どのような種類の生産財を，どれだ

け，いつまでに入手するかについて，ソフホーズと同様

に，国家の直接の統制下にあると思われる。

　（4）　生産物および所得の分配

　各コルホーズの総生産物の分配方式は，第7表に見ら

れる通りである。各コルホーズの年三生産物は，大体

80％が現金収入で，20％がコルホーズに残される現物

であると思われる75）。総生産物から最初に控除されるの

は物質的支出の補填部分であり，この補填は定款によっ

て義務づけられている。この補填は減価償却部分と流動

生産フォンド補填部分とに分かれるが，減価償却率は

コルホーズもソフホーズも国家によって定められた一

律76）の値を適用される。

　総生産物から物質的支出補填部分を差し引いた残りが

総所得の範疇であり，これから労働報酬フォンド，社会

保障集中連邦フォンド，社会保険集中連邦フォンドへの

ソフホーズの割当申請書が廃止され，地区農業機関と
地区《農業資材公団》が地区全体の割当申． ｿ書を作成
することになった。また，鉱物肥料の必要の充足度は，

1973年に全国平均で40％であり，燐酸肥料の割当申

請はロシア共和国の多くの州で6710％しか充足され
なかった（CTP．36）。

75）　［21］cTp．40。なお，　A．　H．ブラノフスキーによ

ると，1971年にモルダヴィア共和国のコルホーズの
全総生産物のうち，非商品化作物の於き．さは，12．2％
であった（［13］CTP．14）。

76）　　［29］cTp．68，［50］cTp．153，［49］cTp．378．
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控除が行なわれる。労働報酬フォンドの基本報酬部分は，　　　第8表　コルホーズ売上高に占める国家買付高の割合

第3，第4表に見られるように，保証労働報酬制の導入．

によってソフホーズの賃率表およびそれに準ずる賃率表

が適用されることになったため，単位労働日当り労働報

酬がコルホーズ所得水準に依存せず，ソフホーズ労働者

の労働報酬に準ずることになった。コルホーズのばあい

労働日数が国家によって一律に規制されていないかぎり

で，ソフホ．一ズよりも自由度が大きいとはいえ，保証労

働報酬制によって，労働報酬フォンドの大きさは国家に

よる規制を受けることになったといえる。また追加的労

働報酬部分については，全国一律の賃率表のようなもの

は存在しないが，各共和国ごとに規程が定められ，コル

ホーズに対してその実施が勧告されており77），コルホー

ズはこれにもとづいてその分配を行なっている。社会保

障集中フォンドへの控除は，前年度実績総所得の5％，

社会保険集中フォンドへの控除は，労働報酬フォンドの

2．4％というように一律に定められている78）。

　総所得からこれら3つの控除を行なって得られ，るのが，

純所得の範曙である。コルホーズのばあい，純所得分配

に関するノルマチーフ規程が国家によって与えられてい

ないことは，ソフホーズの丁合との相異点である。純所

得からはまず④所得税が差し引かれるが，その税率

はいうまでもなく国家によって定められている。さらに

＠不可分フォンドへの控除⑳社会保障・補助フォン

ドへの控除，㊥文化・生活フォンドへの控除，㊧物質

的奨励フォンドへの控除，㊦予備フォンドへの控除，

㊦過去の未払いの補填が行なわれる。このう．ち㊨は，

追加的労働報酬に関する各共和国別の規程が適用され

る79）。⑳の大きさは，年金受給者や補助の必要なコル

ホーズ員の数と，当該コルホーズの労働報酬の水準によ

ってほぼ決まってくるし，㊥の大きさも幼稚園，平戸

所，病院などの存在状況と，そこでの従業員数によって

大体決まってくるといわれている80）。㊦は大部分が飼

料や種子などの予備からなる現物フォンドである。

　ところで，国家買付額が既に述べたよらに商品化生産

i・965年

コルホーズ売上高（ルーブリ）

国家．買付高（ルーブリ）

国家買付の占める比重（％）

19．9

17．2

86．5

・97・年1・975年

31．5

27．0

86．0

37．4

32．0

85．4

77）　　［50］CTP．492．

78）　　［11コCTP．53．

79）　なお，1982年5月のソ連邦共産党中央委員会・

ソ連邦閣僚会議決定『生産物の生産増加および品質向

上に対する農業従事者の物質的関心の強化措置につい

て』では，ソフホーズ員のプレミア制度についての規

定が与えられているが，そこではこれと同じことをコ

ルホーズが実施するよう勧告されている（〔61］1982，

No・23，　CTP・10）。

80）　　［29］CTP．72．

出所：［18］CTP．58．

備考：価格は当該年度の価格。

物の約80％から100％を占める結果，第8表に見られ

るようにそれ，はコルホーズ現金収入の約85％を占める

に至っている。またコルホーズ総生産物の現物部分のう

ち，純所得に入るのは予備フォンドなどごくわずかと推

測され，その大部分は物質的支出の補填にふり向けられ

るから，総所得の大部分は現金で占められていることが

わかる。従って，コルホーズの総所得は，現金収入の大

部分を占める国家買付に大きく依存しており，それは国

家買付額を通じて国家によって著しく統制されていると

思われる。

　コルホーズの無所得のうち，労働報酬フォンド，社会

保障集中フォンド，社会保険集中フォンドおよび所得税

は，その大きさが国家によって規制されており，それら

の合計額は，総所得の60～70％に達する。これに対し

て，．純所得から所得税を差し引いた残りの分配に関して

は，コルホーズのばあいソフホーズにおけるような詳細

なノルマチーフは存在しておらず，法規上はコルホーズ

自身の判断にまかされている。従って，コルホーズ総所

得のうち，大体30～40％がコルホーズの自由裁量にお

かれているといえよう81）。しかし，社会的消費フォン

ドへの控除（◎，㊥）は現実の必要によってその大きさが

大体決まってくるために，実際には「コルホーズが純所

得の資金を自由に操作するのは，主として不可分フォン

ドへの控除と，物質的奨励フォンドおよび予備フォンド

への控除とのあいだにおいてである」という見解もあ

る82）。

　（5）投　　　資

　投資資金は，減価償却フォンド，不可分フォンド塾よ

ぴゴスバンクの長期クレジットから構成されており，こ

のクレジットの占め．る割合は全体の20％ぐらいである。

このクレジットを得るためには，既に述べたように，コ

ルホーズは地区機関にクレジットの割当申請を行ない，

地区機関がそれを検討のうえ，承認することになってい

るから，投資資金のうちゴスバンクからのクレジットの

81）　党のチャンネルを通じた統制が存在すると推測

され’る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　182）　　［29］CTP．72－3．
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部分は，国家の統制をうけているといえよう。しかしよ

り重要なのは，農業機械や建築資材などの投資財と，建

設機関の作業量などが，国家計画という形態で各コルホ

ーズに割当配分されているという点であり，使用価値の

側面からの厳格な国家統制によって，コルホーズの投資

活動は拘束されていると思われる。

　（6）人　　　事

　1969年に制定された『コルホーズ模範定款』におい

てコルホーズ議長の任期が2年目ら3年に延長されるこ

とになり，その選出方法では，秘密投票をも認めるなど

一連の変更がくわえられた83）。しかしこのような法規上

の規定のもとで，近年どのような選挙が実際に行なわれ

ているのかは，必ずしも明らかでなく，それを明示する

統計資料などを入手することは困難である。ここではご

く限られた資料をもとに事態を推測する他ない。

　1982年5月24日の中央委員会総会におけるブレジネ

フ報告『1990年までのソ連邦食糧プログラムおよびそ

．の実現方法について』（以下では『食糧プログラム』と略

す）の中で，「多数のコルホーズにおいて，周知の通りコ

ルホーズの最：高管理機関である総会が規則正しく開催さ

れていないことは，秘密では全くない。これは，コルホ

ーズにおける生活の諸問題を解決するうえでのコルホー

ズ員の役割を低めている。コルホーズ定款において定め

られた民主的手続きを，手抜きしたり制限したりしては

ならない」鋤と述べられており，戦後に見られ，たコルホ

ーズ員総会の形骸化の傾向は，今だに払拭されていない

ようである。さらに同報告では，「多くの州では，コル

ホーズやソフホーズ指導者が不当に頻繁に交代してい

る」85）と述べられているが，この点については，『食糧プ

ログラム』に関連して採択されたソ連邦共産党中央委員

会・ソ連邦閣僚会議の諸決定の1つ『指導要員および専

門家による．コルホーズとソフホーズの一層の強化，農業

生産発展に対する彼らの役割と責任の向上について』の

解説文の中で，もう少し詳しく述べられている。すなわ

ち「多くの地域では，コルホーズ議長，ソフホーズ長お

よび各経営の専門家の交替率（CMe朋eMOCTb）が不当に高

い。原則的党派的な厳格さや人間教育が行政的管理，処

罰，解職にとってかわられることが時々ある。人を指導
　　　　　　　　ロ　　　コ　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　コ　　　　

職に登用するさいに，その実務上および道徳上の特徴や

組織能力を全面的に検討せず，そのさい最下瀬頭組織や

労働集団の意見を考慮しない事実が存在している。多数

83）　［59］1969，No．26，　cTp。659－61．

84）　［61コ1982，No．22，　cTp．6．

85）　TaM》Ke．

Vo1．35　No．1

の専門家が，問題のために必ずしも有益でないのに，コ

ルホーズやソフホーズから管理機構に転任している。こ

れら全てが，経済運営の結果とコルホーズやソフホーズ

における要員の固定とに対して，結局のところ悪影響を

及ぼしている」86）（傍点一西村）というのである。これに

よれば，地区機関がコルホーズ員の意見を考慮しないで

コルホーズ議長を任免している事実が，多くの地区で現

在も存在していることになろう。そこでは，地区機関な

どが「面倒見よく要員を育て，大切にし，教育して，彼

らの権威を高め，彼らに具体的援助を与えるかわりに，

末梢的な監督（MemqHaH　oneKa）をし，諸種の根拠のな

い勧告を無理強いする」87）といわれ’ており，人材不足の

問題も依然として深刻なようである。ここには，地区機

関が経営能力不足のコルホーズ議長にいろいろと細かな

干渉を行ない，それでも事態が改善されないとそれを解

任して別の人間を当てるという，スターリン期と類似の

事態を見てとることができよう。またここでは，地区機

関によるコルホーズ議長人事に対する干渉が，協同組合

企業と国営企業とを同一視する誤りというかってのコシ

エリョフの批判のように，協同組合原則とのかかわりに

おいて，原理的に批判されておらず，その批判の対象が

最下級党組織や労働者集団の意見を考慮しないやり方な

どに限定されているのも看過できない点である。これら

の事実は，コルホーズ議長人事の地区機関による掌握と

いう，人事問題における意思決定の国家化傾向が，解消

されてきたというよりもむしろ定着してきていることを

推測させるものである88）。

　なお，以上見てきたようにコルホーズ経営の諸側面に

かんして，経済的意思決定の多くが国家に帰属している

状況のもとでは，コルホーズ員が総会で決定できる問題

領域が狭まらざるをえないから，コルホーズ員総会が形

骸化するのは不可避だと思われる。

　（7）　小　　　括

　以上の検討は，以下の8点に要約できる。第1に，純

所得分配など一部の項目を除いては，コルホーズとソフ

ホーズに共通の計画課題が下ろされていること，またコ

ルホ7ズの長期計画のばあい計画の最終的承認権が国家

機関にあり，コルホ「ズの中期計画や年度計画のばあい

もその最終的検討の権限が国家機関に与えられているこ

86）．［61］1982，No．23，　cTp．12．

87）　TaM）Ke．

88）なお，M．ヴォスレンスキーによれ，ぱ，コルホ

ーズ議長は，党の地区委員会のノーメンクラトゥーラ
に属するようである（［6］p．186）。

●
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とに示されるように，計画の最終的決定がかなりの程度

国家に事実上帰属している点を考慮すると，計画決定の

国家化の傾向が指摘される。第2に，コルホーズがどの

種類の商品をどれだけ生産するかについて，基本的には

国家が決定しており，ソフホーズ程ではないにしてもコ

ルホーズが自由に処分しうる商品量はやはりわずかであ

り，コルホーズは内部消費中間財の生産の決定について

自由をもつとはいえ，これはソフホーズと同程度の自主

性にすぎない。第3に，国家は，ソフホーズに対するの

と同様にコルホーズに対しても，生産財を割り当てて配

分している。第4に，固定フォンドの減価償却率は，コ

ルホーズとソフホーズ共通に国家が定めている。第5に，

国家は，国家買付量とその価格とを決定することを通じ

て，コルホーズの総所得を統制している。第6に，ソフ

ホーズの賃率体系をコルホーズに適用し，各連邦加盟共

和国により決定された追加報酬規程をコルホーズに適用

す．るように勧告することを通じて，コルホーズ員の労働

報酬を国家が統制している。第7に，コルホーズの投資

活動は，ゴスバンク長期クレジットの割当申請を地区機

関が検討・承認することによって，また投資財や建設作

業の：量を国家機関が割り当てることを通じて，国家によ

って統制されている。第8に，コルホーズ人事の決定の

国家による掌握が見られる。

　このように，計画決定，商品の生産と販売，生産財の

取得，固定フォンドの償却，総所得の形成，労働報酬の

分配，投資，人事というコルホーズ経営の基本問題に関

して，国家意思の貫徹の傾向が見られ，コルホーズ経営

の国家化という事態は，近年においても基本的には維持

されていると思われる。しかしこの国家化は，スターリ

ン時代のそれとはかなり異なるものである。スターリン

時代の揚合国家はコルホーズ経営の意思決定を行なうに

もかかわらず，コルホーズ財政やコルホーズ員家計の面

倒はみずそれにかんする責任は負わなかったから，コル

ホーズ員労働力再生産費の負担の個人化傾向が，コルホ

ーズ経営の国家化とならんで，それと結びついて存在し

ていた。この意味では，当時の国家化は一面的なもので

あったといえる。ところが近年においては，農産物国家

買付価格の度重なる引上，ゴスバンクからのクレジット

の供与，ゴスバンクに対する負債の返済免除などの措置

によって，コルホーズ財政への国家による援助が行なわ

れ，コルホーズ員労働報酬資金が不足する丁合もゴスバ

ンクからのクレジットでまかなうことができるようにな

っている。このようにコルホーズは，経営上の意思決定

においてだけでなく，その財政資金の面でも国家に対す
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る依存を強めてきている。従って近年においては，コル

ホーズの一面的国家化ではなく，その全般的国家化の傾

向が顕著だといえよう。

　このように，コルホーズ「協同組合」は，ソ十型集権

制の外部にそれ，と並んで存在したことは一度もなく，国

営企業であるソフホーズと同様に，集権制の枠組に組み

込まれてきた。特に近年のコルホーズの経営メカニズム

は，ソフホーズのそれと多くの基本点で共通しているの

が特徴になっており，従ってコルホーズがもつ主要な経

済的刺激の形態も，国家買付価格とリンクされ，ることに

なり，ソフホーズにおけるそれと基本的には共通したも

のとなっている。従って，コルホーズが協同組合企業と

して，国営企業であるソフホーズと異なる経済的刺激の

独自の形態をもち，独自の創意を発揮する余地は，きわ

めて限られていると思われる。

一［2］　コルホーズ員の労働・所得・消費

　戦前・戦後のスターリン時代におけるコルホーズ員は，

既に述べたように，農家労働力の大体80％をコルホー

ズ社会化経営で支出していたにもかかわらず，社会化経

営からの所得は農家所得の50％程度にしかならず，こ

の意味で労働と所得のあいだのギャップは甚だしかった。

そこで近年においては，コルホーズ員の労働と所得との

関係がどのような状況にあるのかを，以下で検討するこ

とにしたい。

　（1）労　　　働

　まずコルホーズ員の労働がどのように配分されている

かを概観する。第9回目ら明らかなように，ロシア共和

国ロストフ州の調査によると，1973～74年に男子コル

第9表1934年および1973－4年におけるコルホーズ員
　の年間時間配分

時間支出（年間1．人当り・時間）

．男　　性 肉　　性

1934年、 1973－4 1934年 1973－4
年 年

社会的生産での労働 3168．0 2971．7 1152．0 2185．3

仕事と関連した活動 360．0 307．2 288．0 310．5

家事および個人副業での
@労働

432．0 732．5 3024．0 1872．4

そのうち個入副業 288．0 571．6 1008．0 435．6

小　　計 3960．0 4011．4 4464．0 4368．2

生理学的必要の充足 3600．0 3516．6 3456．0 3396．3

自由時間 1044．0 1102．8 684．0 867．8

その他 36．0 9．2 36．0 7．7

合　　計 1864・1864・1864・i86・・

出所＝　［34］CTP．106。

備考：1934年については《TpyA　B　CCCP》（1935）よりとったもので

　　．あり，1973－4年については，ロストフ州の調査にもとつく。
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第10表 1952年一1972年におけるロシア共和国コルホーズ員の労働時間
　　　　　　　　　　　　（社会化経営における1労働可能コルホーズ員当り）

1952年

1960年

1965年

1970年

19ブ2年

労働　日（時間）

男倒女倒全侭
8．9

8。7

8．4

8，1

7．9

4
・
∩
乙
0
〆
8
8

8
8
7
」
7
7

8．5

8．4

8．1

8．0

7．9

労働年（稼得日数）

男倒女性1全体＊
277．8

273．9

280．7

2824

283．0

242．5

243．3

248．1

262．7

267．6

248．3

253．5

257．9

264．6

270．6

労働年（天北時間）

男倒女性1全体＊
2472．4

2429．9

2357．9

2287．4

2275．3

2037．0

1995．1

1960．0

2049．1

2087．3

2110．6

2129．4

2089．0

2116．8

2137．7

出所：［34］CTP．113．

備考：＊印の箇所には労働可能コルホーズ員以外に未成年者，年金受給者が計算に含まれている。

第11表コルホーズ員・家計所得構成 （％）

（A） 1940 1960

．家計総所得

コルホーズからの所得

家族構成員の賃金

個人副業経営所得
年金・奨学金・補助金およびその他社
　会的消費フォンドからの支出
そ　の　他

100

39．7

　5．8

48．3

　4．9

　1．3

100

35．4

　8．5

42，9

10．2

　3．0

1965 1970 1975 1980

100　（100）

43．9（　　0）．

　9．6（71．7）

25．3（　3．1）

19．5（22．8）

　1・7（2・4）

璽
．

100

39．6

　7．4

36．5

14．6

　1．9

100

40．0

　8．4

31．9

17．9

　1．8

100

43．7

　8．1

25．4

21．4

　1．4

（B） 1958 1960 1963 ・966い969

家計総所得

コノレホーズからの所得

個人副業経営所得
国家・協同組合組織からの所得とその
　他

100　．

39．6

45．3

15．1

100

38．2

46．3

15．5

100

41．5

44，5

14．0

100

47．6

37．0

15．4

100

46．8

34．1

19．1

出所：1）A欄の1960年については．［40］cTp．563，それ以外については〔44］cTp・385よりとった・

　　2）B欄は［33］CTP．102よりとった。

備考．：1）A欄の1980年の（）は，同年の国営セクター労働者・職員の家計所得構成を示す。

　　2）B欄では，A欄の社会的消費フォンドからの所得が，コルホーズからの所得と国家・協同組合組織からの所得塗ど

　　　とのあいだに配分してある。

暫

ポーズ員は，年間で社会化経営において2971．7時間働

き，個人副業経営において，571．6時間働いており，女

子コルホーズ員はそれ，それ2185．3時間と435・6時間働事・

ている。従って両労働時間の合計のうち社会化経営での

労働が占める割合は，男子コルホーズ員の揚合で83．9％，

女子コルホーズ員の揚合で83・4％となり，男女ともに

大体83％程度になっている。また第10表から明らがで

あるように，ロシア共和国全体で見ると，社会化経営に

おけるコルホーズ員1人当り年間労働時間数は，ロスト、

フ州の揚合よりも少ない。さらに，B・グリニャニー，

r，マルトゥィシキンによると，年間一働日数ノルマが

280日のところ89），1974削75年において全国平均で社会

89）　文献［34］によると，農村における年間利用可

能労働日数は，287日である。これは，365日から，
52日（日曜日），8日（祭日），18日（休暇）を差し引いた

残りである。しかしロシア共和国中央統計局などの調

査によると，病休，管理部許可の欠勤，追加休暇など

化経営におけるコルホーズ員1人当り労働日数が243日

であり，そこでの年間労働時間フォンド利用率は約87％

であり，機械手の二合であると90．4％，馬｝とよる作業や

手作業に従事するコルホーズ員の場合だと71％となっ

ているgo）。従って，平均的コルホーズ員のばあい，自己

の労働力の約80％を社会化経営において支出している

と考えておくことができよう。

の合計が平均丁目に達するので，実際には275日に

なる。なお1973年のロシア共和国での調査によると
旧聞稼得労働日数はソフホーズ従業員1人当り282日，

コルホーズ員1人当り277日目あった（CTP．111）。こ

こで280日というノルマがどのように設けられている
のか，B・グリニャニーらは明らかにしていない（［17］

CTP．6）。

90）　［17コCTP．6，14．なおグリニャニーらによると，

1974－75年平均でFシア共和国におけるコルホーズ員

1人当り年間稼得労働日数は，254となっており，前
注の数字と異なるが，この相異の理由は明らかでない。

なお254日は，287日の約89％になる。

伽
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　（2）所　　　得

　第11表A欄にも示されているように，1940年には・

コルホーズ家計所得のうち48．3％が個人副業経営から

の稼労所得であり，コルホーズからの労働報酬はその

39．7％にしかすぎず，前者が後者を大巾に上廻っていた。

この傾向は本稿1でも述べたように，戦後復興期にはさ

らに強まったと推測される。50年代のコノレホーズ員の

家計所得構成を示す資料は入手困難であるが，50年代

には農産物調達価格の引上などを通じて，社会化経営か

らの所得を引き上げる努力が行なわれたと思われる。し

かしそれでもまだ1960年には，個人副業経営所得の方

が社会化経営所得を上廻っている。この比率がわずかな

がらも逆転するのは，この表のA欄では1965年になっ

ており，B欄の方でも1963年までは前者が後者を上廻

っているから，大体1965年頃のことであると思われる。・

その後は社会化経営所得の比重が一貫して上昇し，それ

に対し個人副業経営所得の占める割合が一貫目て減少し

てきた結果，1980年には前者が43・9％，後者が25・3％

までになった。しかし国営セクターの労働者・職員の揚

合と比較すれば一見して明らかなように，個人副業経営

所得の占める割合は今なお高く，コルホーズ員にとって

個人副業経営のもつ意義は今だに大きいといえる。

　次にコルホーズ員の社会化経営所得牽国営セクターの

労働者・職員の賃金と比較すると，第12表に見られる

ように1960年には国民経済全体の月平均賃金が80．6ル

ーブリであり，ソフホーズ従業員の月平均賃金が53．8

ルーブリであるのに対して，コルホーズ員の月労働報酬

は284ルーブリにすぎず，従ってそれは，国民経済全

71

第12表労働者・職員の賃金と：コルホーズ員の労働報

　酬の増加（1960－1975年）　　　（単位＝ルーブリ）

1960　　　　1965

a．国民経済全体平均の
　月賃金
b．ソフホーズ従業員の
　月賃金
。。コルホーズ員の月労
　働報酬

　　d．一×100（％）
　き
・・ ﾎ×100（％）

80．6

53．8

28．4

35．0

53．0

96．5

74．6

51．5

53．0

69．0

1970　　　　1975

122．0

100．9

71．9

59．0

71．0

145．8

126．7

91．6

63．0

72．0．

出所：［24］CTP．213．

備考＝なお［23］cTp．45によると，1965年b．74，6，c．51；1968年b，

　　92，c．66；1969年b．93，c，68；　1970年b，101．1，c．75；　1971年

　　b．106．6，c．78；1972年b．112．1，c。81』となっており，　cの現物

　　部分は国家小売価格で評価されていることが述べられている。

体では労働者・職員・の月平均賃金のなんと35・0％91），ソ

フホーズではその月平均賃金の53・0％にしかならなか

．つたことになる。その後コルホーズ員の社会化経営所得

の増加率が他と比べて高かったため，1975年には，国

民経済全体では労働者・職員の月平均賃金が145．8ル「

ブリ，ソフホーズではそれが126．7ルーブリ，コルホー

ズ員の社会化経営所得が9L6ルーブリとなり，前述の

割合は，63．0％，72．0％にまで上昇した。さらに工業の

労働者・職員とコルホーズ員とを比較してみると，第

13表Aに示されるように1965年の揚合，国営セクタ

ーの労働者・職員に関して，農業に蓬ける月平均賃金は

工業のそれの71．9％であり，他方第13表Bに示される

ように，ソフホーズ労働報酬に対するコルホーズ労働報

酬の比は68・0％であるから，コルホーズ員の月平均社

第13表　工業と農業における労働者・職員の月平均賃金およびコルホーズとソフホーズの労働報酬

（A） 1940

a．工業（ルーブリ）

b．農業（ノレーブリ）

c．！≧×100（％）

　a

34．1

23．3

68．4

1960 1965 1970

91．6

55．2

61．0

104．2

75．0

71．9

133．3

101．0

75．1

1973

147．3

118．5

80．5

（B） 1965 1967 1969 1970 1971 1972 1973

1人・日当り労働報酬（ルーブリ）

コルホーズ

ソフホーズ

ルホーズ労働報酬の比

　日　平　均

　月　平　均

ソフホーズ労働報酬に対するコ
　　　　　　　　　　（％）

2．68

3．21

83．5

68．0

3。32

3．66

90．5

75．0

3．62

4．15

87．2

73，2

3．90

443

88．0

74．4

4，03

4．48

90。0

75．0

4．11

4．87

84．5

72．0

4．35

5．05

86．0

73．0

出所＝［52］CTP．9（ト91．

91）1940年代後半から50年代にかけてこの比率は
もっと低かったと思われるから，コルホーズ員と労働

者・職員との労働報酬の格差が当時いかに大きかった

かが，推測できよう。
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第14表　コルホーズ員と労働者・職員とのあいだの所得格差

　　　　（家族構成員1人当り実質所得比較）　　　（％）

1・965・976・977・978・979・98・・98・

労働者・職員

コルホーズ員

100

75

100

85

100

87

100

88

100

89

100

89

100

89

出所：［41］cTp．487，［42］cTp．405，［43］cTp．387，［44］cTp，406，

　　［45］cTp．380，　［46］cTp．418．

会化経営所得は，工業労働者・職員の月平均賃金のおお

よそ49％であったと考えられるが，1973年の揚合には

おおよそ59％であり，両者間の所得格差は，他の揚合

に比べて相対的に大きくなっている。また社会的消費フ

ォンドや個人副業経営などからの所得をも含めた家族構

成員1人当り実質所得に関して，コルホーズ員と国営セ

クター労働者・職員とを比較した資料が1977年から発

表されるようになっており，それによると第14表に示

されるように，後者の家族構成員ユ人当り実質所得に対

する前者のそれの割合は，1965年の75％から1981年

の89％にまで高まっている。

　上記の資料から明らかになることは，戦前・戦後のス

ターリン期におけるような，コルホーズ員は農家労働力

の80％を社会化経営で支出しながら，そこからの所得

はせいぜい農家所得の50％にしかならないという状況

が近年克服されつつあるということである。近年では，

社会化経営での労働力支出と個人副業経営での労働力支

出との合計のうち，前者が約80％前後を占めるとき，

両経営からの稼動所得合計のうち社会化経営からの所得

が約65％に達している。従って，社会化経営と個人副

業経営とにおける労働時間配分比と所得構成比とのあい

だには，アンバランスがまだ残っているとはいえ，それ

は大巾に縮小され’てきているのである。また，国営セク

ターとコルホーズセクターとのあいだの所得樒差の是正

も，近年かなり急速にすすめられてきている。それ故，

社会化経営でのコルホーズ員の労働は，経済の論理の軌

道上に近年ようやくのりつつあり，労働の非経済的強制

は不要になってきたと思われる。

　1974年の新パスポート制度の導入の決定の背後には，

1以上のような状況変化がある・と思われる。既に述べたよ

うに，1956年3月6日付決定以降，国家が義務的最低

作業日数を定めることによって社会化経営での労働を法

律的に強制する方式が廃止され，ていたが，新パスポート

制度の導入は，コルホーズ員をコルホーズへの緊縛から

解放する方向にさらに前進することを意昧するものであ

った。旧国内パスポート制度のもとでは，都市住民には

パスポートが発給されたのに対して，コルホーズ員には

Vo1．35　No．1

それが与えられず，またコルホーズを勤務地とする者は

コルホーズ内に定住地を持つ以上，コルホーズ員がコル

巾一ズ員の資格において都市住民用パスポートの発給を

受けることはできなかったし，その上パスポートなしに

都市に住む者は，罰金をとられ追放処分を受けるように

定められていたから，コルホーズ員の都市への自由な移

住は不可能であった。他方面一力募集の情報は「組織的

労働力募集委員会」から労働力予備をもつコルホーズに

送付される「労働力提供命令書」か，労働力募集のため

農村に派遣される経済機関の代表にタってもたらされ，

募集は企業の代理者とコルホーズ員とのあいだの契約に

もとづいて行なわれたが，この契約はコルホーズ理事会

に登録しその同意を得ることが義務づけられていた。ま

たコルホーズ理事会は登録なしに自分勝手に出稼に出た

コルホーズ員を，コルホ「ズから除名するよう義務づけ

られ，さらに都市に移住するのに必要なパスポートの発

給手統きは，コルホーズ理事会と地方ソヴェト機関によ

って行なわれることになっていたから，コルホーズ員の

自由な転職と移住は不可能だったのである92）。

　1974年8月28日付ソ連邦閣僚会議決定rr新パスポ

ート規程』の承認について」によると，新パスポートの

発給は，1976年から81年にかけて，コルホーズ員を含

む全市民に対して実施されることになっている93）。『新

パスポート規程』によれば94），移住は住民登録抹消手続

とパスポートの査証手続にもとつくようになり，後者の

申請にさいしては，住宅面積提供者の同意が必要なこと

が定められたが，r新パスポート規程』の付随規程r市

民の査証規則について』によると，都市のばあい，新規

居住者の受入によってユ人当り住宅面積が当該都市の規

準値を下廻らてはならないと定められているから95），こ

の面からの移住制限はコルホーズ員に対してだけでなく

一般に存在している。また1969年に定められた『コル

ホーズ模範定款』では，コルホーズからめ脱退に関して，

「コルホーズ員のコルホーズからの脱退願は，願出の日

から3ヶ月以内に．コルホーズ理事会とコルホーズ員総会

で検討されなけれ，ぱならない」96）（第7条）と規定される

にとどまっているが，これは，脱退希望者の一方的意思

表明によって脱退が可能であり，コルホーズに脱退希望

者を強制的にとどめておくことはできない，というよう

92）

93）

94）

95）

96）

［7］p．330．

［59］1974，No．19，　cTp．387．

TaM｝Ke，　cTp．388－396．

TaM》Ke，　CTP．397．

［59］1969，No．26，　cTp．645．

9

9
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に解説されている。しかし実際には困難が生じており，

上記の規程にどのような意味を込めるかによって解決の

仕方が異なっていると言われており97），たとえば3ヶ月

間を脱退予告期間と解釈しようとする見解もある98）。

従って，コルホーズ員の移住や転職の制限が完全に解消

されたのかどうかについては，疑問の余地が残るところ

であるが，しかし全体としてその解消の方向にかなり進

んできたことは間違いないように思われる。

　以上の検討から導き出される結論の1つは，コルホー

ズ制度は社会化経営での労働を非経済的諸強制によって

確保していた状況からようやく脱皮し，そこでの労働を

経済的刺激によって曲りなりにも確保することができる

ようになったばかりである，ということである。従って，

経済的刺激にもとづいた効率的経営の組織化という課題

をコルホーズの現実にそくして提起することが，ようや

く可能になりつつあるのが現状だと思われる。しかしコ

ルホーズ経営メカニズムのこれまでの発展は，コルホー

ズ財政に対する国家の無責任放置から出発して，第15’

表にも見られるように，国家買付価格の引上など，一貫

してコルホーズに対する国家資金の供給を通じてすすめ

られてきたものである。国家買付価格の引上，ゴスバン

ク・クレジットの供与，負債の返済免除，弱小ゴルホー

ズのソフホーズ化などに象徴されるように，コルホーズ

財政上の困難は国家の側からの援助により解決する方向

がとられてきたし，またそうならざるをえなかったと思

われる。従って，コルホーズやソフホ．一ズの社会的経営

における労働の経済的刺激の形成は，同時に国家資金に

対する依存心の形成を伴うことになったと思われる。こ

のような点から見ても，コルホーズやソフホーズにおけ

第15表1965～74年のコル．ホーズ総所得の増加要因

　　　　　　　　　　　　　（単位：10億ルーブリ）

1964年の水準に対する
総所得の追加総額

（うちわけ）

・買付価格引上による追
　加

・労働生産性上昇による
　追加

・他の要因による追加

物質的支出の上昇による
所得の減少

総所得の純増

1965年

2．7

2．1

0．5

　0．1

－0．5

　2．2

1966創
1970年

36．3

21．1

　12．5

　2．7

－10．5

　25．8

1971～
1974年

59．7

33，6

　17．6

　8．5

－29．2

　30．5

10年間
の総計

98．7

56．8

　30．6

　11．3

－40．2

　58．5

出所；［51］CTP，77．

97）　　［27］cTp．118－9。

98）　　［36］CTP．27．
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る効率的経営の確立という課題は，解決の難しい問題だ

といえよう。

　（3）消　　　費

　T．ザスラフスカヤらによると，ノヴォシビルスクの

コルホーズやソフホーズのばあい，社会的経営で働いた

うえに個人副業経営でも働く農民の労働時間は，週に

51～54時間に達しており，都市の週労働時間を10～13

時間上廻っている。その結果，農村住民の自由時間は都

市住民よりも著しく少なく，ノヴォシビルスクの農村調

査では，調査に答えた人の43％が自由時間が全くない

と述べるかほんのわずかしかないと述べている。農村で

は世代の自然的交替にともない教育・文化水準が高まっ

ており，文化的要求の充足が重視されるようになった結

果，とくに若い世代が個人副業での労働をひどく嫌うよ

うになっている99）。

　コルホーズ員の貨幣所得は著しく増加してきたが，そ

れが必ずしも実質所得増につながらない大きな原因は，

農村住民のばあい商品へのアクセスがとくに限られてい

る点である。農村住民が消費財を入手する可能性を制限

している事情として，T．ザスラフスカヤらは次の5点

を指摘している。第1に，都市住民の消費は商品購入に

全面的に依存するのに対して，農民の消費は，食糧のば

あい非商品化生産物に依存することが多く，その結果，

食品のアソートメントや品質が制約される。第2．に，消

費協同組合の商品フォンドは農村住民の需要を充足する

には不足しており，農民は自己の消費協同組合でたとえ

ば肉，魚，果物，ミルク，乳製品などを買えないことが

少なからずある。第3に，工業で生産されて農村住民に

供給される大衆消費財のアソートメントが都市に比べて

狭く，その品質も悪い。その結果，農村住民は自己の所

得のかなりの部分の支出を都市で，そこへ行くための追．

加的貨幣と追加的時間の支出を伴って，行なうことを強

制され，ている。それにもかがわらず，多くの商品に対す

る彼らの需要は充足されないままである。農村住民の預

金が都市住民のそれよりも急速に増加しているのは，偶

然ではない。この点については，第16，第17表からも

明らかである。農村における農村住民1人当り商品販売

高は，非食糧品のばあい1975年で213ルーブリである

のに対して，都市における都市住民1人当り商品販売高

は，同じく493ルーブリに達しており，後者は前者の

2．3倍になっている。このような農村住民の商品購入額

の小ささが購入資金不足によってもたらされたものでな

99）　　［48］CTP．22－3。
，
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第16表　都市と農村における小売商品販売高格差

1965

1970

1971

1972

．1973

1974

1975

A，都市における都市住民1
入当り商品販売高（ルーブリ）

品糧食非品糧食一合

873

912

948

975

1012

1064

485

503

518

531

549

571

388

409

430

444

463

493

B．農村における農村住民1
人当り商品販売高（ルーブリ）

品糧食非品糧食
一一

u合

222

334

357

384

407

431

458

121

185

198

211

222

232

245

101

149

159

173

185

199

213

C．

合　計

3．0

2．6

2．6

25

2．4

2．3

2．3

A
百

食糧品1八仙品

3．2

2．6

2．5

2．5

2．4

2．4

2．3

2．7

2．6

2．6

2．5

2．4

2．3

2．3

出所：［32］．CTP．64，67．

備考；Bでは，農民の都市での商品購入は，計算に入っていない。

第17表貯金局への貯金（年末）

貯金局数（千）

都　　市

農　　村

貯金数（100万）

都　市
農　　村

貯金額（10．億ルーブリ）

都　　市

農　　村

平均貯金額（ルーブリ）

都　　市

農　　村

1940 1965 1970 1975 1976

41．6

10．3

31．3

17．3

11。6

5．7

0。7

0．6

0．1

42

50

26

．73．6

22．3

51．3

57．4

42．2

15．2

18．7

14．0

　4．7

326

332

309

78．3

23．5

54．8

80．1

58．9

21。2

46．6

34．1

12．5

581

578

591

79．9

24．1

55．8

106．6

78．9

27．7

9LO

66．1

24．9

854

837

900

80．1

24．3

55．8

113．1

84．0

29．1

103．0

75．1

27．9

911

895

957

1977 1978 1979

　80．4

　24．6

　55．8

120．0

　89．3

　30．7

116．7

　85．3

　31．4

972

954

1025

　80．6

　24．9

　55．7

127．4

　95，1

　32，3

131，1

　96．0

　35．1

1029

1009

1087

　80．5

　25，0

　55．5

135．5

101．4

　34．1

146．2

106．9

　39．3

1080

1055

1154

出所＝［44］CTP，435，

いことは，．農村住民の平均貯金額の伸が都市住民のそれ

を上廻っていることから明らかである。第4に，農村に

おいてサービス企業が不足しており，これが有料サービ

スをうける農村住民の可能性を制限している。第5に，．

都市では住宅フォンドの90％以上が国家に属し，住宅

の建設や修理などの費用の大部分を国家が負担するのに，

住民の支払う使用料はその費用のごくわずかにしかす

ぎない。ところが農村家族の59％が自分の家に住み，

39％がコルホーズやソフホーズの家に住み，2％が親類

などの家に住んでいる。従って農村住民は，住宅の獲得

という点でも，不利な立場におかれている100）。

　従って，農村住民は都市住民に比べて，労働負担が大

きいわりには，貨幣所得が小さく，その上消費財とサー

ビスへのアクセスも小さいということになる。このよう

な状況のもとでは，農産物の生産・販売の増加と貨幣所

得の増加とをリンクさせる経済的刺激の方法が機能する

余地も，限られたものとならざるをえないと思われる。

100）　TaM》Ke，　cTp．25－6．

おわりに

　このように見てくると，ソ連で社会主義の確立が宣言

された1930年代半過以降近年にいたるまで，コルホー

ズが，経営上のオートノミーと加入・脱退の自由とをと

もに保証される協同組合企業であったことは，1度もな

かった．ように思われる。コルホーズ経営の基本問題に関．

する意思決定は，共産党と国家機関によって掌握され，

多少の変化があったとはいえ基本的には一貫して，国家

に帰属していたからである。この意味で，コルホーズ制

度はその確立の当初から国家化していたということがで

きる。しかしながらこのことは，コルホーズが国営企業

であるソフホーズと全く同一であるということを意味す

るものでは決してない。そこには差異が存在するし，ま

たその差異が甚だ重要な意味を持っていた時期すらある。

ここでいう差異には，企業の組織編成の原則とか計画の．

作成・審議・承認の手続とかいった差異も勿論含まれる

が，より重要なのは，社会的経営での労働報酬に関する

国家による保障の有無である。戦前・戦後のスターリン

」
9

Q
．

、

亀



■

曾

’

●

Jan．　1984 ソ連におけるコルホーズの国家化

時代において，国営企業の労働者がその賃金を国家によ、

って保障されていたのに対して，コルホーズ員は「協同

組合」を理由にして労働報酬の保障が与えられず，その

労働力再生産は個人「副業」経営からの所得に，主とし

て依存せざるをえなかった。それ故そこには，意思決定

の国家化とならんで労働力再生産費負担の個人化の傾向

が存在していた。この意味で，コルホーズの国家化は一

面的なものであった。従って，当時の「’コルホーズ的・

協同組合的所有」制度の実腕の内容は，コルホーズの意

思決定の国家による横奪，所得面での無責任放置およ伊

労働の非経済的諸強制を特徴とする，国家へのコルホー

ズ員の隷属関係であったと思われる。従ってまた，ネッ

プの時期に筆入としでの個人農をその利益を媒介として

．協同組合に組織することを目指した，レーニンの協同組

合構想と，このようなコルホーズ制度との間には，深い

断絶が横たわっているのであって，両者間の継承性を強

調することにはかなり無理があるといえよう。

　当時のコルホーズ制度がそのようなものであったとす

るならば，1950年代半ごろまでのコルホーズを念頭にお

い七，コルホーズセクターの農民の労働も統合され’た生

産者の直接に社会的な労働としてあらわれるとみなす見

解が，所得面での個人化を無視したいかに一面的な議論

であったか明らかであろう。しかしそれと同時に両者の

差異を少なからず強調したかつての通説翠煙解すなわち

社会的所有の2形態論も，事実の検証に耐えないことが

判明する。この見解においては，国家的所有とコ．ルホー

ズ的・．協同組合的所有とは，ともに私的所有と階級対立

を除去し，共同の生産手段と芽団労働を前提し，労働に

応じて分配し，単一国民経済計画にもとづき発展してい

る点で共通性をもつが，コルホーズが国営企業と異なり

集団所有におかれているため，国家計画の枠内でコルホ
　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　コ
ーズ経営問題を自主的に決定し，対国家的義務の遂行の
　　　　　　　　　　　リ　　　ロ
後には隼産物を自由に処分し，コルホーズ総会で議長を

選出することができ，またコルホーズ員所得はコルホー

肉所得の水準に依存する点で，両者は異なると主張され

る。しかしこれらの点に差異を求めることは，コルホー

ズ経営の基本問題に関する意思決定が実際には国家に帰

属しているという事実に反するし，またコルホーズ員所

得がコルホーズ所得水準に依存するという考え方は，コ

ルホーズが自ら主体的に経営しているという事実に反す

る仮定を前提しているから，説得的ではない。コルホー

ズ員の低所得は，むしろ国家によるコルホーズ支配の結

果だったのである。

　スターリン時代のコルホーズ制度のもとでソ連農業は
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荒廃した結果，ソ連指導部は政策転換を迫られたが，そ

れは非経済的強制による劣働から経済的刺激による労働

への転換の方向であった。そしてこの転換は，国家買付

価格の引上や対ゴスバンク債務の返済免除などに象徴さ

れるように，コルホーズ財政への国家援助という形態で

行なわれた。弱小コルホーズのソフホーズ化も同主旨の

政策であったといえる。従って，経済的刺激の強化の過

程は，同時にコルホーズ財政やコルホーズ員家計の国家

資金に対する依存の強化の過程でもあった。この意味で，

コルホーズは意思決定の面からだけでなく財政面からも

国家化されてきたと言える．それ故，近年のコルホーズ

の国家化はその一面性を脱して，全面的になりつつあ

ると思われる。新パスポート制度の導入が1976年か』ら

1981年の間に行なわれる予定であったことに示される

ように，近年ようやく非経済的諸強制が解消され社会的

経営での労働が曲りなりに経済的刺激にもとづいて確保

されるようになってきたというのが，ソ連農業の現状の

一・ﾊであろう。だがこのような経済的刺激の形成は，同

時に国家資金に対する依存心の形成でもあったと思われ

るから，コルホーズやソフホーズにおいて，自主的，積

極的な効率的経営を経済的刺激にもとづいて組織すると

いう課題の解決は，この点からも，決して容易でないよ

うに思われる。

　コルホーズのこのような発展を考慮すれば，コルホー

ズ財政の国家化だけに注目してコルホーズの国家化傾向

を指摘するのは，一面的である．ことがわかる。またソ連

における所有め2形態接近論のように，協同組合的企業

であるコルホーズが国営企業であるソフホーズに接近し，

協同組合的所有が国家的所有に接近してきているという

理解も，誤りである。それはソ連農業に存在レなかった

ものを存在したかのように論ずる通弁だからである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　西村可．明

　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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